
事 業 報 告 書事 業 報 告 書事 業 報 告 書事 業 報 告 書

平 成平 成平 成平 成 １６１６１６１６ 年 度年 度年 度年 度

国 立 大 学 法 人 宮 崎 大 学国 立 大 学 法 人 宮 崎 大 学国 立 大 学 法 人 宮 崎 大 学国 立 大 学 法 人 宮 崎 大 学



目 次目 次目 次目 次

国立大学法人宮崎大学の概要 頁

１．目 標 １

２．業 務 １

３．事務所等の所在地 ２

４．資本金の状況 ２

５．役員の状況 ２

６．職員の状況 ３

７．学部等の構成 ４

８．学生の状況 ４

９．設立の根拠となる法律名 ４

１０．主務大臣 ４

１１．沿 革 ４

１２．経営協議会・教育研究評議会 ５

事業の実施状況

Ⅰ．大学の教育研究との質の向上

１．教育に関する実施状況

（１）教育の成果に関する実施状況 ７

（２）教育内容等に関する実施状況 １０

（３）教育の実施体制等に関する実施状況 １６

（４）学生への支援に関する実施状況 ２１

２．研究に関する実施状況

（１）研究水準及び研究の成果等に関する実施状況 ２３

（２）研究実施体制等の整備に関する実施状況 ２６

３．その他の実施状況

（１）社会との連携等に関する実施状況 ２９

（２）国際連携・国際交流等に関する実施状況 ３１

（３）附属病院に関する実施状況 ３２

（４）附属学校に関する実施状況 ３５

Ⅱ．業務運営の改善及び効率化

１．運営体制の改善に関する実施状況 ３８

２．教育研究組織の見直しに関する実施状況 ４０

３．人事の適正化に関する実施状況 ４１

４．事務等の効率化・合理化に関する実施状況 ４３

Ⅲ．財務内容の改善

１．外部研究資金その他の自己収入の増加に関する実施状況 ４４

２．経費の抑制に関する実施状況 ４５

３．資産の運用管理の改善に関する実施状況 ４６



Ⅳ．自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供

１．評価の充実に関する実施状況 ４６

２．情報公開等の推進に関する実施状況 ４８

Ⅴ．その他の業務運営に関する重要事項

１．施設設備の整備・活用等に関する実施状況 ４９

２．安全管理に関する実施状況 ５０

Ⅵ．予算（人件費見積含む 、収支計画及び資金計画。）

１．予 算 ５３

２．人 件 費 ５４

３．収支計画 ５５

４．資金計画 ５６

Ⅶ．短期借入金の限度額 ５７

Ⅷ．重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画 ５７

Ⅸ．剰余金の使途 ５７

Ⅹ．そ の 他

１．施設・設備に関する状況 ５７

２．人事に関する状況 ５８

ⅩⅠ．関連会社及び関連公益法人等

１．特定関連会社 ５８

２．関連会社 ５８

３．関連公益法人等 ５８



「「「「国立大学法人宮崎大学国立大学法人宮崎大学国立大学法人宮崎大学国立大学法人宮崎大学のののの概要概要概要概要」」」」

１１１１．．．．目標目標目標目標

人類の英知の結晶としての学術・文化・技術に関する知的遺産の継承と発展、深奥な学

理の探求を目指す。また、変動する多様な時代並びに社会の要請に応え得る人材の育成を

使命とする。更に、地域社会の学術・文化の発展と住民の福利に貢献する。特に、人類の

福祉と繁栄に資する学際的な生命科学を創造するとともに、生命を育んできた地球環境の

保全のための科学を志向する。

２２２２．．．．業務業務業務業務

１．高等教育コンソーシアム宮崎の設立

宮崎県の高等教育機関が連携・協力し、県内高等教育全体の質的向上と地域の教育・

学術研究の充実を図るために設置し、単位互換の実施に向けた調査・研究やインターン

シップ、公開講座、高校と大学の連携等を進めている。

２．サテライト・オフィスの設置

地域社会への情報発信の場として、また地域社会の人々と交流しニーズを捉えるアン

テナとして、さらには他の教育研究機関との交流・連携や産官学交流・連携の場として

機能することを目的に､市の中心部に設置した。

３． 受審による教育の質の保証の取り組みJABEE

国際的基準を満たした教育の質の保証を明確にする取り組みを実施している。既に工

学部の土木環境工学科が認定を受けており、今後、同学部の他のすべての学科が受審予

定である。また農学部においても、平成 年度に応用生物科学科が農芸化学分野におい16

て初めて受審した。

４．日本語支援教育専修の設置

日本語支援教育を必要としている児童・生徒が急激に増えている現状から、全国に先

駆け日本語教員を養成するための専修として教育学研究科学校教育専攻内に日本語支援

教育専修を設置した。

５．クリニカル・クラークシップへの臨床倫理プログラムの導入

クリニカル・クラークシップに臨床倫理プログラムを全国で初めて導入し、臨床ケー

スを基にした実践的な取り組みを行っている。

６．大学院 システムの整備e-Learning

教育学研究科において、夜間コースの現職教員大学院生に対する授業やフルコース就

学大学院生の修士論文への指導について、インターネットを通して行えるようテレビ会

議システムやコンテンツ授業を揃え、平成 年度から導入することとした。16

７．卒業研究テーマの公募

地域貢献事業の一環として、地域の課題を公募し、卒業研究テーマとして採択して、

研究の成果を地域等に還元している。

８．イブニングセミナーの実施

学内の各研究者が、各学部等での研究内容やその研究成果等を理解し、協同した教育

・研究を実施する契機とするとともに、地域社会との連携を一層深めるために実施して

いる。

９．診療費の支払いをコンビニエンスストアチェーン店で２４時間納付できる体制を導入



九州地区の国立大学法人で、初めて医療面のコンビニ収納を導入し、クレジットカー

ドによる代行納付も可能とした。

．宮崎大学教育研究支援基金を創設10

「世界を視野に地域から始めよう」のスローガンのもとに、教育研究基盤の一層の充

実・強化を図るため 「宮崎大学教育研究支援基金」を創設した。、

（支援する事業）

① 教養教育関連事業（教養教育の充実と質的向上）

② 教育研究の基盤強化事業（教育研究基盤の強化）

③ 学際領域の教育研究創出事業（学際領域の教育研究の活性化と創出）

④ 地域・国際社会貢献事業（地域社会と国際社会への貢献）

３３３３．．．．事務所等事務所等事務所等事務所等のののの所在地所在地所在地所在地

宮崎県宮崎市学園木花台西１丁目１番地（事務局）

宮崎県宮崎郡清武町大字木原５２００番地（医学部・附属病院）

４４４４．．．．資本金資本金資本金資本金のののの状況状況状況状況

４１，５２１，０４２，７１６円（全額 政府出資）

５５５５．．．．役員役員役員役員のののの状況状況状況状況

役 職 氏 名 就 任 年 月 日 主 な 経 歴

平成 年 月 日 昭和 年 月 九州大学医学部卒業学 長 住 吉 昭 信 16 4 1 35 3

～ 昭和 年 月 九州大学医学部助手38 3

平成 年 月 日 昭和 年 月 九州大学医学部助教授17 9 30 47 4

宮崎医科大学医学部教授昭和 年 月49 6

宮崎医科大学副学長（医療平成 年 月10 4

担当）

平成 年 月 宮崎大学学長15 10

平成 年 月 日 昭和 年 月 京都大学医学部卒業理 事 名 和 行 文 16 4 1 45 3

～ 昭和 年 月 熊本大学医学部助手（ ）研究・企画・評価担当 46 4

平成 年 月 日 昭和 年 月 熊本大学医学部助教授（副学長兼務） 17 9 30 58 6

宮崎医科大学医学部教授昭和 年 月59 8

宮崎大学副学長（研究・企平成 年 月15 10

画担当）

平成 年 月 日 昭和 年 月 早稲田大学大学院文学理 事 岡 林 稔 16 4 1 42 3

～ 研究科修士課程修了（ ）教育・学生担当



平成 年 月 日 昭和 年 月 宮崎大学教育学部助手（副学長兼務） 17 9 30 42 8

昭和 年 月 宮崎大学教育学部助教授51 1

平成 年 月 宮崎大学教育学部教授3 4

宮崎大学副学長（教育・学生担当）平成 年 月15 10

平成 年 月 日 昭和 年 月 九州大学大学院医学研理 事 江 藤 胤 尚 16 4 1 47 10

～ 究科博士課程修了（病院担当）

平成 年 月 日 昭和 年 月 九州大学医学部附属病（病院長兼務） 17 9 30 49 5

院助手

昭和 年 月 琉球大学医学部助教授59 4

宮崎医科大学医学部教授平成 年 月3 8

宮崎大学医学部附属病院長平成 年 月15 10

平成 年 月 日 昭和 年 月 明治大学法学部卒業理 事 大 谷 潔 16 4 1 51 3

～ 昭和 年 月 鳥取大学採用（総務担当） 42 4

平成 年 月 日 昭和 年 月 文部省体育局（事務局長兼務） 17 9 30 45 9

平成 年 月 富山大学経理部長9 10

平成 年 月 静岡大学経理部長11 8

平成 年 月 筑波大学経理部長13 4

筑波大学退職（役員出向）平成 年 月16 3

平成 年 月 日 昭和 年 月 日本大学法学部卒業理 事 吉 良 啓（ ）非常勤 16 4 1 34 3

（法務担当） ～ 昭和 年 月 斉藤元秀法律事務所35 3

平成 年 月 日 昭和 年 月 吉良法律事務所長17 9 30 43 4

昭和 年 月 宮崎県弁護士会会長59 4

平成 年 月 日 昭和 年 月 宮崎大学農学部卒業監 事 岩 切 文 昭 16 4 1 39 3

～ 昭和 年 月 宮崎県入庁39 4

平成 年 月 日 平成 年 月 宮崎県総務部長18 3 31 9 4

宮崎県信用保証協会会長平成 年 月12 4

平成 年 月 宮崎県出納長14 9

平成 年 月 日 平成元年 月 一橋大学商学部卒業監 事 木 下 博 義（ ）非常勤 16 4 1 3

～ 平成元年 月 太田昭和監査法人10

平成 年 月 日 平成 年 月 木下博義公認会計士税理18 3 31 7 7

士事務所開設

※ 平成 年度以降、多数の財団法人、11

社団法人、学校法人等の監事、顧問

に就任

６６６６．．．．職員職員職員職員のののの状況状況状況状況

教 員 ６８０人

職 員 ８４０人



７７７７．．．．学部等学部等学部等学部等のののの構成構成構成構成

教育文化学部

医 学 部

工 学 部

農 学 部

教育学研究科

医学研究科

工学研究科

農学研究科

保健管理センター

生涯学習教育研究センター

地域共同研究センター

総合情報処理センター

大学教育研究企画センター

フロンティア科学実験総合センター

８８８８．．．．学生学生学生学生のののの状況状況状況状況

総学生数 ５，３６６人

学部学生 ４，７５５人

修士課程 ４９３人

博士課程 １１４人

別 科 生 ４人

９９９９．．．．設立設立設立設立のののの根拠根拠根拠根拠となるとなるとなるとなる法律名法律名法律名法律名

国立大学法人法

１０１０１０１０．．．．主務大臣主務大臣主務大臣主務大臣

文部科学大臣

１１１１１１１１．．．．沿革沿革沿革沿革

（旧宮崎大学）

昭和 年 月：宮崎大学（農学部・学芸学部・工学部）設置24 5

昭和 年 月：畜産別科設置34 4

昭和 年 月：学芸学部を教育学部に改称41 4



昭和 年 月：大学院農学研究科（修士課程）設置42 6

昭和 年 月：大学院工学研究科（修士課程）設置51 4

昭和 年 月：鹿児島大学大学院連合農学研究科（博士課程）構成大学として参加63 4

平成元年 月：現在の学園木花台にキャンパス移転統合11

平成 年 月：山口大学大学院連合獣医学研究科（博士課程）構成大学として参加2 4

平成 年 月：大学院教育学研究科（修士課程）設置6 4

平成 年 月：大学院工学研究科（博士課程）設置8 4

平成 年 月：教育学部を教育文化学部に改組11 4

（旧宮崎医科大学）

昭和 年 月：宮崎医科大学（医学部医学科）設置49 6

昭和 年 月：医学部附属病院設置52 4

昭和 年 月：医学部附属病院開院52 10

昭和 年 月：大学院医学研究科（博士課程）設置55 4

平成 年 月：医学部看護学科設置13 4

平成 年 月：大学院医学研究科医科学専攻（修士課程）設置15 4

（宮崎大学）

平成 年 月：旧宮崎大学と旧宮崎医科大学を統合し、宮崎大学を開学15 10

平成 年 月：国立大学法人宮崎大学設置16 4

平成 年 月：大学院医学系研究科看護学専攻（修士課程）設置17 4

１２１２１２１２．．．．経営協議会経営協議会経営協議会経営協議会・・・・教育研究評議会教育研究評議会教育研究評議会教育研究評議会

○○○○経営協議会経営協議会経営協議会経営協議会（（（（国立大学法人国立大学法人国立大学法人国立大学法人のののの経営経営経営経営にににに関関関関するするするする重要事項重要事項重要事項重要事項をををを審議審議審議審議するするするする機関機関機関機関））））

氏 名 現 職

住 吉 昭 信 学 長

名 和 行 文 理事（研究・企画担当）

岡 林 稔 理事（教育・学生担当）

江 藤 胤 尚 理事（病院担当）

大 谷 潔 理事（総務担当）

青 木 祐 無（元三菱信託銀行副社長）

江 藤 守 總 無（元九州女子大学長）

笹 山 竹 義 財団法人宮崎県人権啓発協会理事長

田 﨑 雅 元 株式会社川崎重工業代表取締役社長

秦 喜八郎 宮崎県医師会長



○○○○教育研究評議会教育研究評議会教育研究評議会教育研究評議会（（（（国立大学法人国立大学法人国立大学法人国立大学法人のののの教育研究教育研究教育研究教育研究にににに関関関関するするするする重要事項重要事項重要事項重要事項をををを審議審議審議審議するするするする機関機関機関機関））））

氏 名 現 職

住 吉 昭 信 学 長

名 和 行 文 理事（研究・企画担当）

岡 林 稔 理事（教育・学生担当）

江 藤 胤 尚 理事（病院担当）

大 谷 潔 理事（総務担当）

岩 本 俊 孝 教育文化学部長

河 南 洋 医 学 部 長

平 野 公 孝 工 学 部 長

小八重 祥一郎 農 学 部 長

田 村 智 淳 附属図書館長

黒 澤 宏 地域共同研究センター長

中 山 建 男 フロンティア科学実験総合センター長

芋 生 紘 志 大学教育研究企画センター長

作 田 俊 美 教育文化学部教授

菅 沼 龍 夫 医 学 部 教 授

田 坂 英 紀 工 学 部 教 授

伊 藤 勝 昭 農 学 部 教 授

山 下 研 介 共通教育部長



○○○○役員役員役員役員

役 職 氏 名 就 任 年 月 日 主 な 経 歴

平成 年 月 日 昭和 年 月 九州大学医学部卒業学 長 住 吉 昭 信 16 4 1 35 3

～ 昭和 年 月 九州大学医学部助手38 3

平成 年 月 日 昭和 年 月 九州大学医学部助教授17 9 30 47 4

昭和 年 月 宮崎医科大学医学部教授49 6

宮崎医科大学副学長（医療担当）平成 年 月10 4

平成 年 月 宮崎大学学長15 10

平成 年 月 日 昭和 年 月 京都大学医学部卒業理 事 名 和 行 文 16 4 1 45 3

～ 昭和 年 月 熊本大学医学部助手（ ）研究・企画・評価担当 46 4

平成 年 月 日 昭和 年 月 熊本大学医学部助教授（副学長兼務） 17 9 30 58 6

昭和 年 月 宮崎医科大学医学部教授59 8

宮崎大学副学長（研究・企画担当）平成 年 月15 10

平成 年 月 日 昭和 年 月 早稲田大学大学院文学研究科理 事 岡 林 稔 16 4 1 42 3

～ 修士課程修了（ ）教育・学生担当

平成 年 月 日 昭和 年 月 宮崎大学教育学部助手（副学長兼務） 17 9 30 42 8

昭和 年 月 宮崎大学教育学部助教授51 1

平成 年 月 宮崎大学教育学部教授3 4

宮崎大学副学長（教育・学生担当）平成 年 月15 10

平成 年 月 日 昭和 年 月 九州大学大学院医学研究科理 事 江 藤 胤 尚 16 4 1 47 10

～ 博士課程修了（病院担当）

平成 年 月 日 昭和 年 月 九州大学医学部附属病院助手（病院長兼務） 17 9 30 49 5

昭和 年 月 琉球大学医学部助教授59 4

平成 年 月 宮崎医科大学医学部教授3 8

平成 年 月 宮崎大学医学部附属病院長15 10

平成 年 月 日 昭和 年 月 明治大学法学部卒業理 事 大 谷 潔 16 4 1 51 3

～ 昭和 年 月 鳥取大学採用（総務担当） 42 4

平成 年 月 日 昭和 年 月 文部省体育局（事務局長兼務） 17 9 30 45 9

平成 年 月 富山大学経理部長9 10

平成 年 月 静岡大学経理部長11 8

平成 年 月 筑波大学経理部長13 4

平成 年 月 筑波大学退職（役員出向）16 3

平成 年 月 日 昭和 年 月 日本大学法学部卒業理 事 吉 良 啓（ ）非常勤 16 4 1 34 3

（法務担当） ～ 昭和 年 月 斉藤元秀法律事務所35 3

平成 年 月 日 昭和 年 月 吉良法律事務所長17 9 30 43 4

昭和 年 月 宮崎県弁護士会会長59 4

平成 年 月 日 昭和 年 月 宮崎大学農学部卒業監 事 岩 切 文 昭 16 4 1 39 3

～ 昭和 年 月 宮崎県入庁39 4

平成 年 月 日 平成 年 月 宮崎県総務部長18 3 31 9 4

平成 年 月 宮崎県信用保証協会会長12 4

平成 年 月 宮崎県出納長14 9

平成 年 月 日 平成元年 月 一橋大学商学部卒業監 事 木 下 博 義（ ）非常勤 16 4 1 3

～ 平成元年 月 太田昭和監査法人10

平成 年 月 日 平成 年 月 木下博義公認会計士税理士事務18 3 31 7 7

所開設

※ 平成 年度以降、多数の財団法人、社団11

法人、学校法人等の監事、顧問に就任



「「「「事業事業事業事業のののの実施状況実施状況実施状況実施状況」」」」

大学大学大学大学のののの教育研究等教育研究等教育研究等教育研究等のののの質質質質のののの向上向上向上向上ⅠⅠⅠⅠ
１１１１ 教育教育教育教育にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況
（（（（１１１１））））教育教育教育教育のののの成果成果成果成果にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況

【学士課程】中中中中
１）学士課程の教育を共通教育と専門教育により編成する。共通教育は、次の成果を目標と期期期期

する。目目目目
①高等教育を学ぶに必要な技能・能力を身につける。標標標標
②高い倫理性と責任感を育み、幅広く深い教養と総合的な判断力を培い、豊かな人間性を涵

養する。

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

（１）教育の成果に関する目標 （１）教育の成果に関する目標
を達成するための措置 を達成するための措置

【学士課程】 【学士課程】
１）共通教育の成果に関する具 １）共通教育の成果に関する具 高等教育を学ぶに必要な技能・
体的目標の設定 体的目標の設定 能力及び社会人として必要な知的
①共通教育の「大学教育基礎科 ①共通教育の「大学教育基礎科 技法やコミュニケーション能力等
目」では知的技法やコミュニケ 目」では知的技法やコミュニケ の育成を図ることを具体的な教育
ーション能力等を育成する。 ーション能力等を育成する 目標として設定し、キャンパスガ

イド（共通教育の目標と内容に記
載）で周知徹底した。

②共通教育の 教養科目 では ②共通教育の 教養科目 では 共通教育の「教養科目」では、「 」 、 「 」 、
人間、現代社会及び自然につい 人間、現代社会及び自然につい 人間、現代社会及び自然について
ての認識を深め、幅広い教養と ての認識を深め、幅広い教養と の認識を深め、幅広い教養と総合
総合的な判断力を培い、高い倫 総合的な判断力を培い、高い倫 的な判断力を培い、高い倫理性と
理性と責任感及び豊かな人間性 理性と責任感及び豊かな人間性 責任感及び豊かな人間性を涵養す
を涵養する。 を涵養する。 ることを教育目標として設定し、

キャンパスガイド（共通教育の目
） 。標と内容に記載 で周知徹底した

【学士課程】中中中中
１）学士課程の教育を共通教育と専門教育により編成する。共通教育は、次の成果を目標と期期期期

する。目目目目
、 、標標標標 ③共通教育において 宮崎大学の教育が目指す生命科学や環境保全の科学に親しむとともに

広く自然・社会に触れ、学ぶ態度を育成する。

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

【学士課程】 【学士課程】
１）共通教育の成果に関する具 １）共通教育の成果に関する具 本学は「学際的な生命科学の創
体的目標の設定 体的目標の設定 造」を目標の一つとしており、共
③共通教育において生命科学の ③共通教育において生命科学の 通教育においては、生命科学系へ
入門的な科目を提供し、生命科 入門的な科目を提供し、生命科 の興味・関心を高めることを目標

、 「 」学への興味・関心を高めるよう 学への興味・関心を高めるよう とし 選択教養科目・ 生命科学系
にする。 にする。 を新設した。

④環境問題を理解する科目を置 ④環境問題を理解する科目を 本学は「生命を育んできた地球
き、環境保全に努める態度を育 置き、環境保全に努める態度 環境の保全のための科学」を目標
成する。 を育成する。 の一つとしており、共通教育にお

いては、環境保全に努める態度を
育成することを目標とし、主題教
養科目・ 環境を考える （各学部「 」
必修）を開講した。

⑤体験活動を含む科目を置いて ⑤体験活動を含む科目を置いて 本学は 自然や社会等の現場 フ「 （
フィールド教育を推進し、実地 フィールド教育を推進し、実地 ィールド）で実地に学び、実践力
体験から学ぶ態度を涵養する。 体験から学ぶ態度を涵養する。 のある人材を育成する」ことを目



、 、指しており 共通教育においては
実地体験から学ぶ態度を涵養する
ことを目標とし、選択教養科目・
「複合・学際系（フィールド・体
験講座など 」を新設した。）

【学士課程】中中中中
２）専門教育は、次の成果を目標とする。期期期期
①共通教育と有機的連携を保ち、学部等の専攻に係る専門の学芸を修得し、専門的職業人と目目目目

しての基本的技能・態度を育成する。標標標標
、 。②社会の多様な要請に対応して 社会の発展に積極的に貢献できる課題解決能力を養成する

、 、③専門教育において 宮崎大学の教育が目指す生命科学や環境保全の科学に親しむとともに
広く自然・社会に触れ実地に学ぶ態度を育成する。

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

【学士課程】 【学士課程】
２）専門教育の成果に関する具 ２）専門教育の成果に関する具 大学の基本的な目標に基づき、
体的目標の設定 体的目標の設定 専門教育では、専攻する学芸につ
①専門教育では、専攻する学芸 ①専門教育では、専攻する学芸 いて、体系的な知識と技能を育成
について、体系的な知識と技能 について、体系的な知識と技能 することを目標とし、各学部にお

。を育成する。 を育成する。 いて専門教育の見直しを開始した

②専門職業人として社会の要請 ②専門職業人として社会の要請 大学の基本的な目標に基づき、
・課題に取り組み、解決する能 ・課題に取り組み、解決する能 専門職業人として社会の要請・課
力を養成する。 力を養成する。 題に取り組み、解決する能力を養

成することを目標とし、各学部に
おいて専門教育の見直しを開始し
た。

③大学院をめざす意欲と能力を ③大学院をめざす意欲と能力を 大学の基本的な目標に基づき、
育成する。 育成する。 大学院をめざす意欲を喚起するた

め、キャンパスガイドに各研究科
の目的・概要等を記載し、周知し
た。

④生命科学関連専門科目を充実 ④専攻以外の学生にも受講を認 専門分野によらず関心のある学
し、専門分野によらず関心のあ める生命科学関連専門科目を設 生が生命科学を深く理解できるよ
る学生が生命科学を深く理解で 定し、専門分野によらず深く理 うにすることを目標とし、専攻以
きるようにする。 解できるようにする。 外の学生にも受講を認める生命科

。学関連専門科目の設定を検討した

⑤フィールド教育を推進し、そ ⑤フィールド教育を推進し、そ 専門教育において、フィールド
れぞれの専門にかかわる現場か れぞれの専門にかかわる現場か 教育を推進し、それぞれの専門に
ら学ぶ態度を涵養する。 ら学ぶ態度を涵養する。 かかわる現場から学ぶ態度を涵養

することを目標とし、各学部の関
連科目の見直しを図っている。

３）学士課程の成果に関する具 共通教育の現状を点検するため
体的目標を達成するための措置 に 「学生の履修状況」と「単位取、
①共通教育について、教育の現 得状況」を一元管理し、教育の成

、状を点検する。 果・効果を点検・評価するために
共通教育部自己点検・評価委員会
を設置した。

②専門教育について、教育の現 専門教育の現状を点検・評価す
状を点検・評価する。 るために 学生の履修状況 と 単「 」 「

位取得状況」を一元管理し、教育
の成果・効果等を点検・評価する
体制（大学教育委員会、教育方法

） 。等改善専門委員会等 を整備した

【学士課程】中中中中
３）卒業後の進路について、不断に改善を目指す。期期期期

目目目目
標標標標



中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

【学士課程】 【学士課程】
３）卒業後の進路等に関する具 ４）卒業後の進路等に関する具 共通教育・専門教育においてキ
体的目標の設定 体的目標を達成するための措置 ャリア教育の充実を図り、全学的
①教育内容の充実を図り、就職 ①教育内容の充実を図り、就職 には就職戦略室を設置した。
率、大学院進学率、教員採用試 率、大学院進学率、教員への就 また、各学部においては、就職
験合格率、国家試験合格率等の 職率、国家試験合格率等の向上 率、教員への就職率、国家試験合
向上を目指す。 を目指すための方策を検討す 格率等を向上させるために、後援

る。 会の活用、就職対策講座の充実等
の対策を講じている。

②就職状況 進学状況を把握し ②就職状況 進学状況を把握し 各学部で過去５年間の卒業生の、 、 、 、
その結果を卒業後の進路の改善 その結果を卒業後の進路の改善 就職状況・進学状況を整理した。
に活用する。 に活用するための方策を検討す

る。

【学士課程】中中中中
４）教育の成果・効果を検証する。期期期期

目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

【学士課程】 【学士課程】
４）教育の成果・効果の検証に ５）教育の成果・効果の検証に 教育研究組織を点検・評価する
関する具体的方策 関する具体的方策 ための全学的な組織として、大学
①教育研究組織を点検・評価す ①教育研究組織を点検・評価す 教育委員会の下に「学士教育に関
るための全学的な委員会等を設 るための全学的な委員会等を設 する点検・評価専門部会」を設置
置するとともに、各学部及び関 置するとともに、各学部及び関 した。
係学内共同教育研究施設毎に評 係学内共同教育研究施設毎に評 また、各学部にも、自己点検・
価委員会を置き、教育の成果、 価委員会を置き、教育の成果、 評価を行う組織を整備した。
効果等に関する点検・評価を実 効果等に関する点検・評価を実
施する。 施するための基本構想を策定す

る。

、 、②学生の履修状況、単位取得状 ②学生の履修状況、単位取得状 学生の履修状況 単位取得状況
況 学生による授業評価等から 況 学生による授業評価等から 学生による授業評価等から、教育、 、 、 、
教育の成果・効果を点検・評価 教育の成果・効果を点検・評価 の成果・効果を点検・評価するた
する。 するための方策を検討する。 めの組織として、共通教育につい

ては共通教育部自己点検・評価委
員会を設置し、専門教育について
は、各学部に点検・評価を行う組
織を整備した。

③卒業生・雇用者の評価によ ③卒業生・雇用者の評価によ 各学部において、卒業生・雇用
り、教育の成果・効果を把握す り、教育の成果・効果を把握す 者の評価により、教育の成果・効
る。 るための方策を検討する。 果を把握するための方策を検討す

。る就職委員会等の体制を整備した

【大学院課程】中中中中
１）大学院教育は次の成果を目標とする。期期期期
①高度の専門知識、研究能力及び教育能力を備えた人材を育成する。目目目目

標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

【大学院課程】 【大学院課程】
、１）大学院教育の成果に関する １）大学院教育の成果に関する 大学院各研究科委員会において

具体的目標の設定 具体的目標を達成するための措 修士課程の進級状況及び単位取得
①社会の多様な問題に積極的に 置 状況を調査した。
取り込む高度専門職業人養成に ①現行各研究科修士課程におけ
相応しい学生の学力や資質・能 る進級状況と修了時の到達状況



力の到達目標・水準を設定す を調査し分析する。
る。

【大学院課程】中中中中
２）大学院修了後の進路の拡大・改善を目指す。期期期期

目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

【大学院課程】 【大学院課程】
２）大学院修了後の進路に関す ２）学院修了後の進路に関する
る具体的目標の設定 具体的目標を達成するための措
①高度な専門技術、教育能力、 置
研究能力を活用できる就職を実 ①就職率向上のため組織的な就 就職率向上を図るため、教員と
現させる。 職支援体制を整備する。 事務職員が一体となった全学的な

就職支援室を設置した。各研究科
に就職支援に関する委員会を設置
した。

②研究意欲の向上を組織的に図 ②修士課程から博士課程に進学 医学研究科委員会において、修
り、修士課程から博士課程への する際の問題点を学生アンケー 士課程から博士課程に進学する際
進学率の向上を目指す。 ト等により分析する。 の問題点を分析するために、教員

及び大学院生にアンケート調査を
実施した。

③博士(後期)課程定員確保状況 医学及び工学研究科において、
を把握し定員充足に向けた改善 博士(後期)課程定員確保状況を把
策を継続的に検討する。 握し、定員充足に向けた改善策を

検討した。

【大学院課程】中中中中
３）教育の成果・効果を検証し、教育を改善する。期期期期

目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

【大学院課程】 【大学院課程】
３）教育の成果・効果の検証に ３）教育の成果・効果の検証に
関する具体的方策 関する具体的方策
①養成する人材像の目標と進学 ①現行研究科修士課程修了生に 教育学及び工学研究科では、就
・就職等の修了後の進路との適 対する就職先アンケート調査を 職後の実態を分析するために、修
合性を点検し、教育成果の検証 実施し、就職後の実態を分析す 士課程修了生に対する就職先アン
を図る。 る。 ケート調査を実施した。

ⅠⅠⅠⅠ 大学大学大学大学のののの教育研究等教育研究等教育研究等教育研究等のののの質質質質のののの向上向上向上向上
１１１１ 教育教育教育教育にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況
（（（（２２２２））））教育内容等教育内容等教育内容等教育内容等にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況

【学士課程】中中中中
１）教育目的・教育目標に即した適切な入学者を選抜する方法を実現する。期期期期

目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

（２）教育内容等に関する目標 （２）教育内容等に関する目標
を達成するための措置 を達成するための措置



【学士課程】 【学士課程】
１）アドミッションポリシーに １）アドミッションポリシーに
応じた入学選抜方法を実現する 応じた入学選抜方法を実現する
ための具体的方策 ための具体的方策
①大学の教育理念の下に各学部 ①大学の教育理念の下に各学部 大学の教育理念の下に各学部の
の教育目標を明確にし、それに の教育目標を明確にし、それに 教育目標を明確にし、それに基づ
基づくアドミッションポリシー 基づくアドミッションポリシー くアドミッションポリシーや本学
や本学の教育・研究の状況を大 や本学の教育・研究の状況を大 の教育・研究の状況を大学案内や
学案内やホームページ等を通じ 学案内やホームページ等を通じ ホームページ（http://www.miyaza
て公表・周知する。 て公表・周知する。それらの実 ki-u.ac.jp/）等を通じて公表・周

態を把握し、改善すべき点を明 知した。
らかにする。 さらに受験生へのアンケートや

オープンキャンパスの参加者への
アンケートを実施し、周知度の評
価及び改善点の検討を行う準備を
した。

②各学部のアドミッションポリ ②入学者選抜方法の改善を図る 各学部でアドミッションポリシ
、シーに応じた入試の方法と入学 ため、各学部のアドミッション ーに応じた入試を実施しているが

後の修学状況、学業成績等との ポリシーに応じた入試の方法と 入学後の修学状況、学業成績等と
相関を調査・研究し、入学者選 入学後の修学状況、学業成績等 の相関に関する調査・研究を行う
抜方法の改善を図る。 との相関に関する調査・研究を ため、入学・進路選択専門委員会

行う。 を設置し、検討を開始した。

【学士課程】中中中中
２）入学者の希望・適性に対応した進路選択を実現する。期期期期

目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

【学士課程】 【学士課程】
２）入学者の希望・適性に対応 ２）入学者の希望・適性に対応
した進路選択を実現するための した進路選択を実現するための
具体的方策 具体的方策
①転学部、転学科等の進路変更 ①転学部、転学科・課程等の進 転学部、転学科・課程等の進路
を希望する者の支援体制を整備 路変更を希望する者の支援体制 変更を希望する者の支援体制を点
する。 を点検・評価し、改善すべき点 検・評価し、改善すべき点を明ら

を明らかにする。 かにし、規程を改正した。

②進路変更に関わる制度を見直 ②進路変更に関わる制度を点検 進路変更に関する制度の点検を
、 、し、必要に応じて改善する。 ・評価し、改善すべき点を明ら 行い 改善すべき点を明らかにし

かにする。 必要な規程等（医学部における転
学部内規の制定、農学部における
編入学に関する内規の改正等）を
整備した。

【学士課程】中中中中
３）教育理念等に応じた教育課程を編成する。期期期期
①学士課程の教育を共通教育と専門教育により構成し、宮崎大学の教育に関する目標を達成目目目目

するための教育課程を編成する。標標標標
②宮崎大学の教育が目指す生命科学や環境保全の科学に親しむとともに、広く自然・社会に

触れ、学ぶ態度を育成するための科目を適切に配置する。

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

【学士課程】 【学士課程】
３）教育理念等に応じた教育課 ３）教育理念等に応じた教育課
程を編成するための具体的方策 程を編成するための具体的方策
①共通教育及び専門教育の教育 ①共通教育及び専門教育が適切 共通教育及び専門教育が適切に
課程を適切に配置し、普遍的な に配置され、普遍的な教養に支 配置され、専門的職業人の養成に
教養に支えられ豊かな人間性を えられ豊かな人間性を持つ専門 必要な教育課程となっているか、
身につけた専門的職業人の養成 的職業人の養成に必要な教育課 体系的な編成及び編成上の要点 教（

、 、 、に必要な教育課程を編成する。 程となっているか、体系的な編 育課程の多様性 柔軟性 現代性



教育課程の点検・評価を行い、 成及び編成上の要点への配慮の 地域性・社会性など）への配慮が
必要に応じて改善し、質の向上 観点から点検・評価し、改善す なされているかの観点から、各学
を目指す。 べき点を明らかにする。 部においてカリキュラムの点検を

行い、一部の学科等ではカリキュ
ラムを見直した。

②共通教育として「大学教育基 ②共通教育として「大学教育基 大学教育基礎科目として 「日本、
礎科目」を置き、日本語コミュ 礎科目」を置き、日本語コミュ 語コミュニケーション 「情報処」、
ニケーション能力、情報処理能 ニケーション能力、情報処理能 理入門 「英語 「初修外国語 、」、 」、 」

「 （ ）」力、外国語能力及び身体能力を 力、外国語能力及び身体能力を 保健体育科目 看護学科を除く
。涵養する科目で構成し、点検・ 涵養する科目を実施し、点検す を全学部必修科目として開講した

評価を行い、必要に応じて改善 る。 これらについて、学生による授業
する。 評価を実施し、点検した。

③共通教育として「教養科目」 ③共通教育として「教養科目」 教養科目として、主題教養科目
を置き、豊かな教養や総合的な を置き、豊かな教養や総合的な 群（現代の社会と倫理、人間と文

、 、 ）判断力を涵養する科目で構成 判断力を涵養する科目を実施 化 現代社会の課題 自然と生命
（ 、し、点検・評価を行い、必要に し、点検する。 と選択教養科目群 文化と社会系

応じて改善する。 科学技術系、生命科学系、複合・
学際系、生涯学習系、外国語系）
を開講した。統合後の新科目とし
て、主題教養科目群の中に「環境
を考える」を８コマ開講し、全学
部必修とした。それぞれの科目に
ついて学生による授業評価を実施
し、点検した。

④学部の必要に応じて、共通教 ④学部の必要に応じて、共通教 医学部では 共通教育の中に 専、 「
育の中に「専門基礎科目」を配 育の中に「専門基礎科目」を配 門基礎科目」の科目群を開講し、
置し、点検・評価を行い、必要 置する。これらの科目を点検す それぞれの科目について「学生に
に応じて改善する。 る。 よる授業評価」を実施し、点検し

た。

⑤専門教育は、各学部等の専攻 ⑤各学部等の専攻分野の教育課 各学部において、それぞれの専
分野について、体系的な知識と 程について体系的な編成及び編 攻分野に必要な体系的な知識の修
技能を育成する科目により構成 成上の要点への配慮の観点から 得と技能育成の観点から、カリキ
し、点検・評価を行い、必要に 点検・評価する。 ュラムの点検・評価を行い、カリ
応じて改善する。 キュラムの一部改正(農)、新科目

の設定(医)等を行った。

⑥社会の要請や学生のニーズに ⑥社会の要請、学生のニーズ及 学生の履修歴への配慮の観点か
応え、また、学生の履修歴等に び学生の履修歴への配慮等の観 ら、理科・数学の履修調査を実施
配慮して、適切な授業科目を開 点から、カリキュラムを点検・ し、カリキュラムの見直しについ
設し カリキュラムを改善する 評価する。 て検討した。、 。

また、医学部看護学科では編入
学生の履修歴に配慮したカリキュ
ラムを用意した｡

⑦学生の単位履修状況を把握 ⑦学生の単位履修状況を把握 学生の単位履修状況を把握し、
し、配当年次を含め、学生の学 し、配当年次を含め、学生の学 配当年次を含め、学生の学習に配
習に配慮したカリキュラムに改 習に配慮する観点から、カリキ 慮する観点から、カリキュラムを
善する。 ュラムを点検・評価する。 点検し、一部の学科等ではカリキ

ュラムの点検・評価を行い、見直
した。

⑧社会の要請・課題に取り組 ⑧社会の要請・課題に取り組 社会の要請・課題に取り組む能
み、解決する能力の育成に資す み、解決する能力の育成に資す 力及び解決する能力を育成する観
る教育内容を教育課程に組み込 る教育内容を点検・評価する。 点から、各学部においてカリキュ
む。 ラムの点検・評価を行った。その

結果、全学的に公募卒業論文・学
。 、外研修等を実施した 工学部では

課題探求型のカリキュラムを各学
科で導入した。医学部では、看護
学科に課題探求型科目として看護
研究､看護学セミナーを導入した。

⑨インターンシップ等の活用に ⑨インターンシップ等の活用に インターンシップ等の活用によ
より職業観の育成を図る教育内 より職業観の育成を図る教育内 る職業観の育成を図る教育内容を
容を教育課程に組み込む。 容を点検・評価し、改善すべき 各学部で点検・評価し、一部の学

点を明らかにする。 科等ではインターンシップ受講前



に導入科目を設定した。

⑩生命科学については、共通教 ⑩共通教育の中の「生命科学の 共通教育の選択教養科目の中に
育の中の関連科目を「生命科学 入門となる科目群」を充実し、 「生命科学系」科目群を置いて、
への入門となる科目群」として 各学部の専門科目の中の「生命 生命科学に関する１０科目を開講
充実する。各学部の専門科目で 科学の基礎となる科目群」を専 した。
は、他学部学生にも開放する関 門分野によらず関心のある学生 また、専門分野によらず関心の
連科目を指定あるいは開設して が深く学べるようにするための ある学生が生命科学を深く学べる
生命科学の基礎となる科目群 方策を検討する。 ようにするために、各学部専門科「 」

とし、専門分野によらず関心の 目中に専攻以外の学生にも受講を
ある学生が深く学べるようにす 認める生命科学関連専門科目の設
る。 定を検討した。

⑪それぞれの専門分野におい ⑪それぞれの専門分野におい 各学部でのフィールド教育関連
て、現場から学ぶ態度を涵養す て、現場から学ぶ態度を涵養す 科目の実態とその内容について点
るためのフィールド教育科目を るためのフィールド教育科目を 検・評価し、改善すべき点を明ら
効果的に組み込む。 点検・評価し改善すべき点を明 かにした。

らかにする。

【学士課程】中中中中
４）授業形態、学習指導法等を改善する。期期期期

目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

【学士課程】 【学士課程】
４）授業形態、学習指導法等の ４）授業形態、学習指導法等の
改善に関する具体的方策 改善に関する具体的方策
①授業形態を点検し、学生の学 ①授業形態を点検し、学生の学 学生の学習負担が適切であるか
習負担が適切となり、学習効果 習負担が適切となり、学習効果 どうかを検証するため、大学教育
が上がるように改善する。 が上がるように改善するための 研究企画センターでは、学生の科

方策を検討する。 目登録状況を調査し、単位の上限
設定について検討した。授業形態
の点検及び学習効果をあげるため
の改善方策は、平成１７年度に検
討することとした。

②シラバス・学生便覧の点検を ②シラバスの点検を行い、その 共通教育・専門教育のシラバス
行い その改善を図るとともに 改善を図るとともに、学生に授 の内容の点検を行い、成績評価方、 、
学生に授業の展開や学習方法な 業の展開や学習方法などを周知 法の記載を義務化するなどの改善
どを周知させる。 させるための方策を検討する。 を行った。

また、学生に授業の展開や学習
方法などを周知・徹底するために
シラバスの電子化を行い、ホーム
ページに掲載した。

③学生の履修状況を把握し、必 ③学生の履修状況を把握し、必 全学生の成績を一元管理し、こ
要に応じて履修指導を行う。 要に応じて履修指導を行うため れを基に各学部の指導教員、クラ

の方策を検討する。 ス担任、グループ担当教員等が、
必要に応じて履修指導を行う体制
を整備した。

④授業の展開や学習指導法など ④授業の展開や学習指導法など 教育方法等改善専門委員会及び
について、工夫改善を行う。 について、工夫改善を行うため 各学部ＦＤ委員会等は、授業の展

の方策を検討する。 開や学習指導法などについて、工
夫改善を行うための方策を検討し
た。

また、これらの結果は、ＦＤ報
告書として取りまとめると同時に

。ＦＤ研修会等で教職員に周知した

【学士課程】中中中中
５）適切で厳格な成績評価等を実施する。期期期期

目目目目
標標標標



中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

【学士課程】 【学士課程】
５）適切な成績評価等の実施に ５）適切な成績評価等の実施に 各学部で授業科目の成績評価基
関する具体的方策 関する具体的方策 準の設定と評価結果の標準化につ
①各種の授業科目の成績評価法 ①各種の授業科目の成績評価法 いて検討を開始した。 なお、成績
を検討し、成績評価基準の設定 を検討し、成績評価基準の設定 評価法、成績評価基準の設定及び
と評価結果の標準化を推進す と評価結果の標準化を推進する 評価結果の標準化については、平
る。 ための方策を検討する。 成１７年度より全学的に取り組む

こととした。

②ＧＰＡ制度を検討し、利用可 ②ＧＰＡ制度を検討し、利用可 ＧＰＡ(Grade Point Average)制
能な部分での活用を推進する。 能な部分での活用を推進するた 度のメリット、デメリット、活用

めの方策を検討する。 方法について検討した。
さらに、具体的に検討を進める

ため１年生が履修した共通科目の
成績評価について、ＧＰＡ制度を
利用して調査を行った。

【大学院課程】中中中中
１）研究科の教育理念・目標に応じた入学者選抜を実施する。期期期期

目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

【大学院課程】 【大学院課程】
１）アドミッションポリシーに １）アドミッションポリシーに
応じた入学選抜方法を実現する 応じた入学選抜方法を実現する
ための具体的方策 ための具体的方策
①各研究科のアドミッションポ ①大学院各専攻のアドミッショ 大学院研究科では、各専攻ごと
リシーに応じた入試の方法と入 ンポリシーを設定し、学生募集 にアドミッションポリシーを整備
学後の修学状況、学業成績等と 要項に記載すると共にホームペ し、学生募集要項に記載するとと
の相関を調査・研究し、入学者 ージに掲載する。 もにホームページに掲載した。
選抜方法の改善を図る。

、②入学後の修学状況、学業成績 大学院各研究科委員会において
等との相関を調査する。 アドミッションポリシーと学業成

績との相関に関する調査を開始し
た。

③入学選抜方法の改善を図るた アドミッションポリシーに応じ
め基本計画を検討する。 た入試の方法と学業成績との相関

に関する調査結果の分析が終了し
次第、入学選抜方法の改善を検討
する。

②学生を広く社会から受け入れ ④秋季入学制度の課題を整理す 平成１５年度導入後の秋季入学
るシステムを構築する。 る。 制度の課題を整理した。

⑤広く社会から学生を受け入れ 広く社会から学生を受け入れる
る場合の選抜方法の改善と入学 選抜方法として、社会人入学を導
後の成績との関係を調査する。 入し、選抜方法を改善した。入学

。後の成績との関係は今後検討する

【大学院課程】中中中中
２）教育理念等に応じた教育課程を編成する。期期期期

目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

【大学院課程】 【大学院課程】



２）教育理念等に応じた教育課 ２）教育理念等に応じた教育課
程を編成するための具体的方策 程を編成するための具体的方策
①教育課程の体系的な編成を図 ①現行研究科修士課程の科目群 現行研究科修士課程の科目群の
る。 の配置と構成について教育目標 配置と構成について、平成１７年

の観点から見直しを行う。 度修士課程改組に向けて教育目標
の観点から見直しを行った。

②学部教育の見直しと連動させ 平成１７年度大学院修士課程の
た修士課程の教育の改善を図 改組に向けて、学部教育との関係
る。 を整理し、改善した。

②学生の希望・適性に応じた弾 ③長期履修制度を医学研究科に 大学院各研究科は長期履修制度
力性のある教育研究制度を導入 導入する。同制度の教育学・工 の導入を検討し、教育学及び医学
する。 学・農学研究科への導入を検討 研究科は平成１７年度の導入を決

する。 定した。

④博士課程の短縮在学制度・夜 短縮在学制度（工学研究科）及
間大学院制度の本学での実績を び夜間大学院制度（医学研究科）
調査し評価検討する。 の実績を調査した。

③生命科学・環境科学等の学際 ⑤生命科学･環境科学の学際的 生命科学・環境科学の学際的領
的独創的研究を進める教育体系 領域における教育研究の充実を 域における教育研究の充実を図る
を構築する。 図るため博士課程の改組・再編 ため、農工学系研究科博士課程及

・新設を検討する。 び医学・獣医学系博士課程につい
。ての改組・再編について検討した

【大学院課程】中中中中
３）授業形態、研究指導法等を改善する期期期期

目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

【大学院課程】 【大学院課程】
３）授業形態、研究指導法等の ３）授業形態、研究指導法等の
改善に関する具体的方策 改善に関する具体的方策
①教育課程の展開に必要な研究 ①修士課程シラバスの整備充実 大学院各研究科修士課程のシラ

、 。指導法等を検討し、その確立を を図る。 バスを整備し その充実を図った
目指す｡

②研究指導に関する学生および 研究指導に関する実態を調査す
教員の実態を調査する。 るための準備（アンケート調査項

目の作成等）を進めた。

③外国人研究者による講義・セ 大学院各研究科において、２３
ミナーを推進する。 名の外国人研究者による講義（講

演 、セミナー等を実施した。）

②地域社会のニーズに対処でき ④地域の人材の協力を得て、知 工学研究科では地域のＭＯＴ関
る人材を養成するために、地域 的財産関連科目を開設する。 連技術者による「技術者倫理と経
の人材・施設を利用し学習環境 営工学」を開設し、農学研究科で
の充実を図る。 は平成１７年度から農学一般セミ

ナーの１コマに知的財産に関する
講義を開設することとした。

③学会発表、学術論文誌等への ⑤学会発表、学術論文誌等への 学会発表、学術論文誌等への投
投稿を推奨する施策を講じ、ホ 投稿を奨励し、そのデータベー 稿を奨励した。学会発表、学術論
ームページに掲載する。 ス化を図る。 文の研究成果は、鹿児島大学大学

院連合農学研究科（博士課程）及
び山口大学大学院連合獣医学研究
科（博士課程）のデータベースに
収録した。

⑥優れた研究成果を発表した院 優れた研究成果を発表した院生
。生に対する学長表彰制度を検討 に対する学長表彰制度を検討した

する。

④地域から修士（博士）論文テ ⑦地域からの修士（博士）論文 地域からの修士論文テーマの募



ーマを公募し研究成果を公表す テーマ募集に関わり研究水準、 集を行い、採択された研究テーマ
る。 公開性等について地域との協議 の発表会を開催した。

を行う。

【大学院課程】中中中中
４）適切な成績評価等を実施する。期期期期

目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

【大学院課程】 【大学院課程】
４）適切な成績評価等の実施に ４）適切な成績評価等の実施に
関する具体的方策 関する具体的方策
①適切な成績評価基準の設定を ①教育科目の成績評価基準を設 大学院各研究科の全学的な成績
図る。 定する。 評価を、５段階に設定した。

②学位の授与方針や基準を点検 ②学位授与の基準を明確化し、 大学院各研究科では、学位授与
し、その適切な運用を図る。 学生に周知させる。 の基準を明確化し、学生に周知し

た。

ⅠⅠⅠⅠ 大学大学大学大学のののの教育研究等教育研究等教育研究等教育研究等のののの質質質質のののの向上向上向上向上
１１１１ 教育教育教育教育にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況
（（（（３３３３））））教育教育教育教育のののの実施体制等実施体制等実施体制等実施体制等にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況

【学士課程】中中中中
１）適切な教職員の配置等を実現する。期期期期

目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

（３）教育の実施体制等に関す （３）教育の実施体制等に関す
る目標を達成ための措置 る目標を達成ための措置

【学士課程】 【学士課程】
１）適切な教職員の配置等に関 １）適切な教職員の配置等に関
する具体的方策 する具体的方策
①教育面から見て教職員（非常 ①教育面から見て教職員の配置 共通教育については、教育面か

あ勤・ＴＡを含む）の配置を定期 を点検・評価し、全学的観点か ら教員の必要性や非常勤講師の
的に点検評価し、全学的観点か らの効果的な教職員の配置を図 について教育企画会議で検討り方
らの効果的な教職員の配置を図 るための基本計画について検討 し、大学教育委員会に提言した。
る。 を行う 非常勤・ＴＡのあり方 農学部においては、学部教育の効。 、

採用の方針について具体的な方 果的な教員の配置を図るため、教
策を検討する。 員を学部一元管理とした。なお、

平成１７年度より全学的観点から
の効果的な教職員の配置を図るた
めの基本計画について検討をする
こととした。

②共通教育の実施体制の明確化 ②共通教育の実施体制の明確化 共通教育の実施体制を明確化す
を図るため、共通教育授業科目 を図るため、共通教育授業科目 るため、平成１５年度に共通教育

。 、を担当する教員で組織する「共 を担当する教員で組織する「共 部を設置した 共通教育部として
通教育部」を設置し、その充実 通教育部」の現状を把握し、充 部長、副部長を任命し確実な実施
を図る。 実を図るための方策を検討す 体制を整備した。共通教育部の現

る。 状を把握し充実を図るための組織
、 、 、として 部内に 共通教育協議会

共通教育教務委員会及び共通教育
部自己点検・評価委員会の三つの
委員会を設置した。



③原則として講師以上の全教員 ③原則として講師以上の全教員 共通教育部の下に分野別部会を
が共通教育の担当科目を分野別 が共通教育の担当科目を分野別 設置し、分野別に科目登録を実施
に登録し、これを活用して開講 に登録し、これを活用して開講 した。
科目の豊富化を図る体制を整備 科目の豊富化を図る体制を整備
する。 する。

④学術の進展や社会の要請に的 ④学術の進展や社会の要請に的 教育文化学部では、各課程の教
。確に対応した専門教育を実施す 確に対応した専門教育を実施す 員組織の自己点検・評価を行った

るため、学部・学科・課程等の るため、学部・学科・課程等の また、工学部、農学部では自己
教育組織を点検・評価し、必要 教育組織を点検・評価する。 点検・評価を行うとともに、外部
に応じて改善する。 評価やＪＡＢＥＥによる点検・評

価を受けた。医学部では組織を点
検し、講座再編を行った。

【学士課程】中中中中
２）教育に必要な設備、図書館、情報ネットワーク等の活用・整備を図る。期期期期

目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

【学士課程】 【学士課程】
） 、 、 ） 、 、２ 教育に必要な設備 図書館 ２ 教育に必要な設備 図書館

情報ネットワーク等の活用・整 情報ネットワーク等の活用・整
備の具体的方策 備の具体的方策
①教室、実験室、ゼミナール室 ①教室、実験室、ゼミナール室 教室、実験室、ゼミナール室等
等の状況を把握し、適切に整備 等の状況を把握し、適切に整備 の状況を調査し、適切に整備する
する。 するための方策を検討する。 ための方策を検討し、予算要求を

行い一部の教室に空調設備及び視
聴覚機器を整備した。

②総合情報処理センター、情報 ②総合情報処理センター、情報 学内情報ネットワーク機能の拡
処理実習室の整備等を行い、学 処理実習室の整備等を行い、学 充、強化を図るための方策を検討
内情報ネットワーク機能の拡 内情報ネットワーク機能の拡 し、教育文化学部、工学部、農学
充、強化を図る。 充、強化を図るための方策を検 部のサテライト実習室のＰＣ（各

討する。 ５０台）を更新した。工学部サテ
ライト実習室については新たに１
４台を増設した。医学部に新設さ
れた情報処理実習室に１２０台の
ＰＣを設置した。これら各学部の
ＰＣと総合情報処理センターの実
習システムとを統合的に運用でき
るようにした。

③学内ネットワークを利用し、 ③学内ネットワークを利用し、 大学教育委員会で学内ネットワ
学生に対して教育関連情報の円 学生に対して教育関連情報の円 ークの利用について検討し、学内
滑な提供が図れる体制を整備す 滑な提供が図れる体制を整備す ネットワークを利用して、学生に
る。 るための方策を検討する。 対して教育関連情報（履修情報・

講演会・サークル活動・休講通知
） 。等 を提供できる体制を整備した

④カリキュラムと連動した学生 ④カリキュラムと連動した学生 カリキュラムと連動した学生用
用図書の体系的整備を行い、有 用図書の体系的整備を行い、有 図書の体系的整備を行うため、図
効な活用を図る。 効な活用を図るための方策を検 書館運営委員会の下に学生用図書

討する。 検討専門委員会を設け、学生用図
書の選定方針、有効な活用のため
の方策等を決定した。

【学士課程】中中中中
３）教育活動の評価及び評価結果を質の改善につなげる。期期期期

目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等



【学士課程】 【学士課程】
３）教育活動の評価及び評価結 ３）教育活動の評価及び評価結
果を質の改善につなげるための 果を質の改善につなげるための
具体的方策 具体的方策
①学生による授業評価及び教員 ①学生による授業評価を活用 学生による授業評価を活用し、
の担当授業相互評価を活用し、 し、教員の担当授業相互評価を 教員の担当授業相互評価を検討し
教育の質の改善を図る体制を整 検討して、教育の質の改善を図 て、教育の質の改善を図るための
備する。 る体制を整備する。 評価・改善体制を整備した。

②各教員の教育への取組状況を ②各教員の教育への取組状況を 各教員の教育への取組状況やそ
評価し、その改善を図る体制を 調査し、その改善を図る体制を の改善を図るために、教育文化学
整備する。 整備する。 部や工学部では教員、個人による

自己点検・評価体制を整備した。

③大学教育研究企画センターに ③大学教育研究企画センターに 大学教育研究企画センターは教
おいて、教育のあり方に関する おいて、教育のあり方に関する 育のあり方に関する調査・研究を
調査・研究を行い、各学部等と 調査・研究を行い、各学部等と 行い、各学部等と連携して全学的
連携して教育の改善・整備を推 連携して教育の改善・整備を推 教育の改善を推進するために、大
進する体制を構築する。同セン 進するための方策を検討する。 学教育委員会の設置を提言した。
ターの組織を必要に応じて改善 その提言に基づき、大学教育委員
する。 会を設置した。

④教育企画会議とその専門委員 ④教育企画会議とその専門委員 大学教育研究企画センターに 教「
会において、教育活動の改善状 会において、教育活動の改善状 育評価研究部門」を追加設置し、
況を把握し、点検評価を行う。 況を把握するための調査を行 教育企画会議に「教育評価研究部

」 。 、う。 会 を追加設置した この部会で
平成１７年度以降に教育活動の改
善状況を把握するための調査を実
施する。

⑤教育に関わる部局・組織を連 ⑤教育に関わる部局・組織を連 大学教育委員会に 「学士教育に、
携させ、教育の点検評価結果を 携させ、教育の点検評価結果を 関する点検・評価専門部会」を置
教育の質の改善につなげるシス 教育の質の改善につなげるシス いて、各学部の自己点検・評価関
テムを整備する。 テムを整備するための方策を検 係委員会と連携させ、学士教育の

討する。 点検・評価結果を教育の質の改善
につなげるシステムとして整備し
た。

【学士課程】中中中中
４）教材学習指導方法等に関する研究開発及びＦＤに関する具体的方策期期期期

目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

【学士課程】 【学士課程】
４）教材学習指導方法等に関す ４）教材学習指導方法等に関す
る研究開発及びＦＤに関する具 る研究開発及びＦＤに関する具
体的方策 体的方策
①共通教育及び専門教育に関す ①共通教育及び専門教育に関す 共通教育及び専門教育に関する
るＦＤを企画・立案し推進する るＦＤを企画・立案し推進する ＦＤを企画・立案し推進するため
体制を整備する。 体制を整備するための方策を検 に、教育企画会議の下に教育方法

討する。 等改善専門委員会を設置し、各学
部及び共通教育部においても対応
する委員会を整備した。

、②教育メディア資料の活用方法 ②教育メディア資料の活用方法 工学部ではＦＤ委員会において
等について調査、研究を推進す 等について調査、研究を推進す 教育メディア資料の活用方法等に
る体制を整備する。 る体制を整備するための方策を ついて調査、研究を推進する体制

検討する。 を整備した。全学的には、平成１
７年度以降推進する体制を整備す
ることとした。



【学士課程】中中中中
５）全国共同教育、学内共同教育等を推進する。期期期期

目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

【学士課程】 【学士課程】
５）全国共同教育、学内共同教 ５）全国共同教育、学内共同教
育等に関する具体的方策 育等に関する具体的方策
①インターネット等を利用した ①インターネット等を利用した インターネット等を利用した全
全国的な共同教育に参加する。 全国的な共同教育への参加状況 国的な共同教育への参加状況を調

を把握し、改善すべき点を明ら 査した。医学部では、全国的な共
かにする。 同教育であるＣＢＴトライアルに

。 、参加している 教育文化学部では
九州・沖縄の８国立大学法人（教
員養成大学・学部）の単位互換協
定を締結した。

また、高等教育コンソーシアム
宮崎の中で、特に教養教育に関す
る単位の互換について検討してい
る。

②必要に応じて所属学部以外の ②必要に応じて所属学部以外の 他学部科目を履修できる制度は
授業科目が履修できるよう、カ 授業科目が履修できるよう、カ 整備されている。生命科学関連科
リキュラムと履修制度を整備 リキュラムと履修制度を整備 目について、より積極的に他学部
し、学内共同教育を推進する。 し、学内共同教育を推進するた 科目を履修させる方策を検討して

めの方策を検討する。 いる。

③社会の要請と学生のニーズに ③社会の要請と学生のニーズに 学内共同教育研究施設が実施し
対応して、学内の各センターと 対応して、学内の各センターと ている教育活動を調査した。平成
連携した教育を推進する。 連携した教育の現状を把握し、 １７年度以降、社会の要請と学生

改善すべき点を明らかにする。 のニーズに対応しているか点検・
評価し、改善すべき点を明らかに
することとした。

【学士課程】中中中中
６）その他の教育実施体制等に関する目標期期期期
①獣医学教育の充実を目指す。目目目目
②教員養成教育の充実を目指す。標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

【学士課程】 【学士課程】
６）学部の教育実施体制等に関 ６）獣医学教育の充実に関する
する特記事項 具体的方策
①獣医学教育を充実するため､ ①獣医学教育を充実するため、 農学部において、獣医学科への

、学内外と連携して教育体制の整 学内外と連携して教育体制の整 教員の配置換えを教授会で決議し
備を推進する。 備を推進するための方策を検討 平成１７年度に獣医臨床繁殖学講

する。 座と獣医放射線学講座の新設を決
定した。

さらに、人獣共通感染症教育プ
ログラム（平成１７年度～平成１
９年度）による感染症教育の充実
計画を策定した。

７）教員養成教育の充実に関す
る具体的方策

、②教員養成のパワーアップのた ①教員養成のパワーアップのた 教員養成のパワーアップのため
め、教育文化学部のカリキュラ め、教育文化学部のカリキュラ 教育文化学部のカリキュラムを見
ムを充実させると共に、全学的 ムを充実させると共に、全学的 直すとともに、県・市教育委員会
協力体制の構築及び県教育委員 協力体制の構築及び県教育委員 との連携を強化した。平成１７年
会との連携を強める。 会との連携を強めるための方策 度は、県教育委員会との協定に基

「 」を検討する。 づく授業科目 現代教育特殊講義
を新設した。



【大学院課程】中中中中
１）大学院研究科の再編・整備を推進する。期期期期

目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

【大学院課程】 【大学院課程】
１）大学院研究科の再編・整備 １）大学院研究科の再編・整備
を推進するための具体的方策 を推進するための具体的方策
①生命科学や環境科学に関連す ①農学と工学分野における教育 農学と工学分野における教育研
る特色ある博士課程を構築する 研究の充実を図るため博士課程 究の充実を図るため、農工学系研
ため、大学院研究科の再編成を の改組・再編を検討する。 究科博士課程の改組・再編を検討
図る。 した。

②生命科学の学際的領域におけ 生命科学の学際的領域における
る教育研究の充実を図るため博 教育研究の充実を図るため、医・
士課程の改組・再編を検討す 獣医融合型研究科（４年生博士課
る。 程）の設置を検討した。

②看護学専攻（修士課程）の設 ③看護学専攻の新設に向けて教 医学系研究科看護学専攻修士課
、 。置計画の推進に努める。 育体制を確立する。 程を設置し 教育体制を確立した

【大学院課程】中中中中
２）教育活動の評価及び評価結果を質の改善につなげる。期期期期

目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

【大学院課程】 【大学院課程】
２）教育活動の評価及び評価結 ２）教育活動の評価及び評価結
果を質の改善につなげるための 果を質の改善につなげるための
具体的方策 具体的方策
①大学院の教育方法・教育内容 ①大学院教育の現状を分析評価 大学院教育の現状を分析評価す
・研究指導等を点検評価し、改 するため各研究科に点検評価組 るための点検・評価組織を各研究
善を図るシステムを構築する。 織を設置する。 科に設置した。

②夜間開講講座の充実を図るた 夜間開講の授業科目登録につい
めの支援体制を検討する。 て、時間外の受講登録を可能とし

た。

【大学院課程】中中中中
３）教材学習指導方法等に関する研究開発及びＦＤを推進する。期期期期

目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

【大学院課程】 【大学院課程】
３）教材、学習指導方法等に関 ３）教材、学習指導方法等に関
する研究開発及びＦＤに関する する研究開発及びＦＤに関する
具体的方策 具体的方策
①教育課程の編成の趣旨に沿っ ①修士課程のＦＤ活動を実施す 修士課程のＦＤ活動を実施する

。た授業内容とするために、教材 る組織の構築を図る。 ための組織を各研究科に設置した
学習指導方法の研究及びＦＤ活
動を通して改善を図る。

②インターネットを用いた研究 教育学研究科に、教育研究の指
指導方法を構築する。 導のために e-Learning システム

を整備した。



ⅠⅠⅠⅠ 大学大学大学大学のののの教育研究等教育研究等教育研究等教育研究等のののの質質質質のののの向上向上向上向上
１１１１ 教育教育教育教育にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況
（（（（４４４４））））学生学生学生学生へのへのへのへの支援支援支援支援にににに関関関関するするするする 実施状況実施状況実施状況実施状況

１）学生への修学指導・助言・支援等の組織的対応により、学習環境を整備する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

（４）学生への支援に関する目 （４）学生への支援に関する目
標を達成するための措置 標を達成するための措置

１）学生相談・助言・支援の組 １）学生相談・助言・支援の組
織的対応に関する具体的方策 織的対応に関する具体的方策
①各学部学科毎に学生を少グル ①各学部学科毎に学生を小グル 各学部学科ごとに、実情に応じ
ープに分け、特定の教員を複数 ープに分け、特定の教員を複数 て学生の指導体制を整備した。
配置して、学生からの各種相談 配置して、学生からの各種相談
等を受ける体制を整備する。 などを受ける体制を整備する。

②学生が利用できる自習室等の ②学生が利用できる自習室等の 学生が利用できる自習室等の必
拡充を図る。 必要度、整備状況を調査する。 要度、整備状況を調査した。

③サークル活動、ボランティア ③サークル活動、ボランティア サークル活動、ボランティア活
活動等について顧問教員制度の 活動等についての、顧問教員制 動等についての、顧問教員制度の
充実等の支援体制を強化する。 度のあり方を検討する。 あり方を検討するために、顧問教

。員等連絡会の設置を目指している

④課外活動施設、学生寮、学生 ④課外活動施設、学生寮、学生 課外活動施設の利用度について
食堂、学生用ラウンジ等の整備 食堂、学生用ラウンジ等の利用 は、学生実態調査を行った。学生
・充実に努める。 度等の実態調査、及び老朽箇所 寮は入居状況調で、学生食堂は食

の改修計画を策定する。 堂利用者数等の実態調査をした。
課外活動施設等の老朽箇所を調査
し、改修計画を策定した。

２）図書や情報関連機器等の整備・充実を図り、学習支援を充実する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

２）学生の学習支援等に関する ２）学生の学習支援等に関する
具体的方策 具体的方策
①学生の自主的な勉学に資する ①学生の自主的な勉学に資する 附属図書館運営委員会で学生用
学生用図書等の体系的整備を行 学生用図書等の選定方針を策定 図書等の選定方針を策定した。
う。 する。

②図書館レファレンスサービス 平成１７年３月に図書館の新し
のオンライン化を図る。 いホームページでオンライン・レ

ファレンスシステムを公開し、利
用に供している。

②学生が利用できるパソコン等 ③学生が利用できるパソコン等 学生が自由に使用できるパソコ
の情報関連機器の整備・充実に の情報関連機器の利用状況・整 ンの整備状況を調査した。
努める。 備状況を調査する。

③図書館における学習のための ④附属図書館における閲覧及び 本館にグループ学習室を増設し
スペースの確保及び開館時間の 学習のためのスペースを改善 た。
延長などの改善を図る。 し、開館時間の延長等について また、個人用閲覧スペースを拡

検討する。 大した。本館の開館時間の延長に
ついては、平成１６年度の時間外
利用者を基に平成１７年度に検討



することとした。

⑤医学分館における学生の時間 医学分館における学生の時間外
（ ） 、外利用（２４時間利用）の対象 利用 ２４時間利用 の対象を１

、拡大について検討する。 ２年生まで拡大することについて
医学分館図書委員会で検討し、平
成１７年度より実施することとし
た。

④学生証に図書館利用及び証明 ⑥図書館利用及び証明書自動発 図書館利用及び証明書自動発行
書自動発行等の多機能化を図 行機利用可能な学生証を発行す 機利用可能な学生証を発行した。
る。 る。

３）相談機能を充実し、経済的支援や就職支援等を推進する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

３）生活相談・就職支援等に関 ３）生活相談・就職支援等に関
す具体的方策 する具体的方策
①学生なんでも相談室の専門性 ①なんでも相談室を中心とし 平成１４年度以降３年間の相談
を高めるとともに、学外の諸機 て、メンタルヘルスを含め、学 件数の分析を行い、メンタル的な
関とも連携を図り、修学・経済 生の相談の現状を把握し、相談 相談件数が増加していることが明
的・悩み等の相談体制を充実す 体制を充実する。 らかになったので、メンタルヘル
る。 ス面の相談体制を２名体制から３

名体制に充実させた。

②学生の相談や質問に、電子メ ②学生支援、特に学生からの相 学生からの生活面等の相談・質
ール等でも対応できる体制を整 談・質問への対応の現状を把握 問等には全学的にクラス担任等が
備する。 する。 対応する体制を、メンタル的な相

談・質問等には保健管理センター
を通してカウンセラーが対応する
体制を整備した。

③上記の結果を踏まえて、組織 現在は、電子メール（soudan@ga
的、効率的対応を、電子メール kusei.miyazaki-u.ac.jp）による
利用体制も含めて、企画・立案 相談受付を行っている。現在ホー
する。 ムページから学生が自由に相談で

きるように企画している。

③保健管理センターの健康管理 ④保健管理センターの健康管理 保健管理センターの健康管理シ
システムを整備・充実し、健康 システムを整備・充実し、健康 ステムを整備し、共通教育（ヘル
教育を定期的に実施する。 教育を実施する。 スサイエンス等）及び講習会にお

いて健康教育を実施した。

④就職に関する全学的な検討組 ⑤「就職支援室」を設置すると 就職支援室を設置（事務職員２
織を整備し、学務部に「就職支 ともに、学外の就職関連組織と 名を配置）し、さらに教員と事務
援室」を設置するとともに、学 も連携して、就職支援体制を強 部門が一体化した就職戦略室を設
外の就職関連組織とも連携し 化する。 置し、県内他大学や宮崎公共職業
て、就職支援体制を強化する。 安定所と共同した就職支援体制を

強化した。

⑥就職に対する意識を高めるた 就職に対する意識を入学時から
めのキャリア教育を推進する。 高めるために 「ライフデザイン・、

キャリアデザイン入門 （共通選択」
教養科目生涯学習系）を平成１７
年度から開講することとした。

⑤独立行政法人日本学生支援機 ⑦独立行政法人日本学生支援機 学生経済支援の一環として学生
構の制度の活用をはじめ各種の 構の制度の活用をはじめ各種の の出身県を調査し、これまで奨学
奨学金の導入に務め、学生の経 奨学金の導入に務め、学生の経 金公募依頼のなかった都道府県に
済的支援の充実を図る。 済的支援の充実を図る。 対して学生が応募できるように依

頼し、新たに６県から募集があっ
た。



４）社会人・留学生の修学・生活に必要な支援組織や環境の整備拡充を図る。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

４）社会人・留学生等に対する ４）社会人・留学生等に対する
配慮の具体的方策 配慮の具体的方策
①留学生が勉学に専念できるよ ①国際交流宿舎の留学生入居枠 留学生単身用入居枠を３５室か
う、住居、日本語教育等を充実 を拡大する。 ら４０室へ拡大した。
し、生活環境の整備に努める。

②日本語教育体制の充実を図 平成１７年度より、地域の日本
る。 語学習支援者ネットワークとの連

携をとり、日本語教育体制の充実
を図ることとした。

②留学生用図書の充実等、留学 ③留学生用図書の充実に努め 留学生の日本語学習のための図
生支援の向上を図る。 る。 書を重点的に選定し、購入した。

③学生ボランティア及び学外留 ④学生ボランティア及び学外留 学外留学生支援組織の調査を行
学生支援組織と連携し、留学生 学生支援組織を調査し留学生の った。
の生活支援の強化を図る。 生活支援の強化を図る。

④留学生受入れ及び生活支援に ⑤ 国際交流推進室 を設置し 国際交流推進室を設置し、国際「 」 、
関する業務に対応するために、 留学生に対するサービスの向上 交流宿舎の留学生入居枠の拡大、
専任教員や専門の事務職員を配 を図る。 留学生に対する日本語教育体制の
置して組織的に対応する。 充実、留学生用図書の充実等のサ

ービスの向上を図った。

⑤社会人学生の経済的問題、修 ⑥社会人学生の経済的問題、修 博士課程の短縮在学制度（工学
学時間等のニ－ズを調査し、修 学時間等のニーズ調査を実施す 研究科）及び夜間大学院制度（医
学上の支援に努める。 る。 学研究科）の学生数を調査した。

教育学研究科（修士課程）では、
学生数及び修学時間等のニーズ調
査を実施した。

ⅠⅠⅠⅠ 大学大学大学大学のののの教育研究等教育研究等教育研究等教育研究等のののの質質質質のののの向上向上向上向上
２２２２ 研究研究研究研究にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況
（（（（１１１１））））研究水準及研究水準及研究水準及研究水準及びびびび研究研究研究研究のののの成果等成果等成果等成果等にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況

１）本学として特色ある研究重点領域を設定し、研究を推進する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

２

（１）研究水準及び研究の成果 （１）研究水準及び研究の成果
等に関する目標を達成するため 等に関する目標を達成するため
の措置 の措置

１）本学として特色ある研究重 １）本学として特色ある研究重
点領域を設定し、研究を推進す 点領域を設定し、研究を推進す
るための具体的方策 るための具体的方策
①大学として学際的・先端的領 ①本学に特徴的な重点研究領域 重点研究領域を含めて、全学的
域を含む重点研究領域の設定を の具体的な内容を検討する組織 な研究推進戦略を企画推進するた
行う。重点領域は、生命科学に を整備する。 めに研究推進委員会及び大学院研
関連する分野、環境・エネルギ 究科等検討委員会を発展的に統合



ー科学に関連する分野とする。 ・改組し、平成１７年４月１日付
で大学研究委員会を設置すること
とした。

２）各学部における基礎・基盤研究を充実する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

２）各学部における基礎・基盤 ２）各学部における基礎・基盤
研究を充実するための具体的方 研究を充実するための具体的方
策 策
①重点領域に加えて、各学部の ①重点領域に加えて、各学部で 各学部で特色ある研究分野を設
特徴ある研究を推進する。 の特徴ある研究領域を推進す 定して研究を開始した。教育文化

「 」 「 」る。 学部では 教育系 及び 地域系
の二つの研究プロジェクト、医学
部では研究拠点形成プログラム、
工学部では自然共生エネルギー研
究、農学部では食料・環境・生命

。に関する研究をそれぞれ推進した

３）地域の発展、活性化に寄与する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

３）地域の発展、活性化に寄与 ３）地域の発展、活性化に寄与
するための具体的方策 するための具体的方策
①地域に関連した研究を推進す ①地域に関連した領域の研究を 文部科学省の地域貢献特別支援

（ ）、る。 推進する。 事業に採択され １千５００万円
御崎馬保護管理事業等８分野１９
事業を推進した。

また、宮崎県と連携して地域結
集型共同研究事業及び都市エリア
産学官連携事業等の地域に関連し
た研究を推進した。

４）地域及び社会の要請に応えるため、産学官連携による研究を推進する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

４）地域及び社会の要請に応え ４）地域及び社会の要請に応え
るため、産学官連携による研究 るため、産学官連携による研究
を推進するための具体的方策 を推進するための具体的方策
①社会的な要望に対応した研究 ①地域の産業界や自治体研究機 地域共同研究センターに「科学
課題の設定を図る。 関などからの要望が高い研究テ 技術相談」の窓口を設けて、地域

ーマについて調査を行う。 からの研究の要望を受け付けてい
る。平成１６年度には２７６件の
相談があった。

また、卒論及び修論研究テーマ
を地域に公募して、教育文化学部
４件、医学部１０件、工学部９件

。及び農学部１８件の応募があった
これらを基に、地域の要望が高い
研究テーマを把握している。

②株式会社みやざきＴＬＯと連 ②学内に知的財産本部を設置し 平成１６年４月１日付けで知的
携し、研究成果の技術移転を推 て、株式会社みやざきＴＬＯと 財産本部を設置し、株式会社みや



進する。 連携して技術移転可能な研究成 ざきＴＬＯと連携して、研究成果
果の調査を行う。 の権利化・技術移転を可能にする

体制を整えると同時に、学内の研
究シーズ調査と出願特許の技術移
転可能性を調査した。本学からＴ

、ＬＯに調査委託したものが１１件
そのうち技術移転に至ったものは
１件であった。

平成１７年度から知的財なお、
産本部を強化するため、教員１名
を任用することとした。

５）研究成果を地域や社会へ情報公開し、社会へ還元する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

５）研究成果を地域や社会へ情 ５）研究成果を地域や社会へ情
報公開し、社会へ還元するため 報公開し、社会へ還元するため
の具体的方策 の具体的方策
①年次毎の業績目録をデータベ ①学内の研究者の業績目録をデ 学内の研究者の業績目録をデー
ース化し、大学ホームページ上 ータベース化し、大学ホームペ タベース化して、大学ホームペー
で公開し、学内の研究内容や業 ージで公開する。 ジで公開した。
績を発信する。

②シンポジウムや全学的セミナ ②地域連携推進室が中心となっ 地域連携推進室は地域共同研究
、ー及び産学官技術交流会等を推 て、産学官連携のためのシンポ センターと連携して宮崎県工業会

進する。 ジウム、セミナー、技術交流会 宮崎太陽銀行、九州経済産業局、
等を実施する。 宮崎銀行並びに宮崎市工業会と共

催でシンポジウム、セミナー、技
術交流会等を合計６回開催した。

６）研究の成果及び水準を検証し、研究方法を改善する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

６）研究の成果及び水準を検 ６）研究の成果及び水準を検
証し、研究方法を改善するため 証し、研究方法を改善するため
の具体的方策 の具体的方策
①研究者及び研究組織は、大学 ①研究者及び研究組織は、大学 各学部等は、大学の目標に基づ
の目標に基づき研究目標を策 の目標に基づき研究目標を策定 き研究目標を策定し、研究成果、
定し、研究成果について自己 し、研究成果、進捗状況につい 進捗状況について自己点検した。
点検・評価を実施する。 て自己点検・評価を実施する。 研究者の自己点検・評価について

は各学部において、個人評価基準
（案）を作成し、平成１７年度以

②自己点検・評価結果に対して 降定期的に実施することとした。
外部評価を実施し、その結果を
公表する。

③評価結果を参考として、より ②評価結果に基づいて研究方 平成１６年度に研究・企画・評
効果的な研究方法を策定する。 法、体制等の改善を推進するた 価担当副学長の下に、各学部の評

めの組織体制づくりを検討す 価担当副学部長を主な構成メンバ
る。 ーとする評価室を設置した。評価

の独立性を保証するため、平成１
７年度に目標・評価担当副学長を

。設置し評価室長とすることとした
評価結果に基づいて研究方法、体
制等の改善を勧告する権限を評価
室に付与することとした。



ⅠⅠⅠⅠ 大学大学大学大学のののの教育研究等教育研究等教育研究等教育研究等のののの質質質質のののの向上向上向上向上
２２２２ 研究研究研究研究にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況
（（（（２２２２））））研究実施体制等研究実施体制等研究実施体制等研究実施体制等のののの整備整備整備整備にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況

１）研究に関する企画・支援・評価・改善の充実に取組む。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

（２）研究実施体制等の整備に （２）研究実施体制等の整備に
関する目標を達成するための措 関する目標を達成するための措
置 置

１）研究に関する企画・支援・ １）研究に関する企画・支援・
評価・改善の充実に取組むため 評価・改善の充実に取組むため
の具体的方策 の具体的方策
①研究担当副学長を長とする研 ①研究推進のための委員会を整 全学的な研究推進戦略を推進す
究推進委員会を設置し、全学的 備する。 るために研究推進委員会及び大学
な研究の企画を行い、研究方法 院研究科等検討委員会を発展的に
や成果の評価を行うとともに、 統合・改組し、平成１７年度から
評価結果に基づく改善の指示及 全学的な大学研究委員会を発足さ
び研究資金等の重点配分を行 せることとした。
う。

②委員会は大学の特色ある研究 学長が学長裁量経費による学内
の具体的な策定を行う。 共同研究プロジェクトの募集を行

い、研究推進委員会が中期目標・
計画を念頭に特色ある研究の観点
から、応募件数２１件のうち５件
を学長に推薦した。

②研究推進委員会の機能を検証 ③研究推進のための委員会の機 組織業務検討委員会が研究推進
し、必要に応じて改善を図る。 能について 点検・評価を行う 委員会の機能について点検・評価、 。

を行った。その結果、研究戦略を
検討できる組織として研究推進委
員会と大学院研究科等検討委員会
を統合して、大学研究委員会を設
置することにした。

③研究を推進するために研究支 ④研究支援部門の点検を行う。 フロンティア科学実験総合セン
援部門の充実を図る。 ターの運営委員会において、同セ

、ンター研究支援部門の点検を行い
組織及び設備の充実・高度化につ
いて検討した。

２）研究を進展させるために研究者等を適切に配置する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

２）研究を進展させるために研 ２）研究を進展させるために研
究者等を適切に配置するための 究者等を適切に配置するための
具体的方策 具体的方策
①研究組織を全学的に見直し、 ①全学的な研究組織再編につい 平成１７年度に設置される大学
特別な目標に対しては共同研究 てのコンセンサスを得る。 研究委員会が、ＰＤＣＡシステム
などにより研究組織を構築す の中で全学的な研究組織再編につ
る。 いて検討を行うことのコンセンサ

スが得られた。

②大規模プロジェクト研究に対 研究の高度化・活性化の推進戦
応できる組織を積極的に構築す 略に関する重要事項を審議する組



る。 織として、大学研究委員会を平成
１７年度に設置することとした。

②プロジェクト研究などの研究 ③プロジェクト研究の推進に必 プロジェクト研究の推進に必要
、推進のために、研究者などの任 要な任期付研究者採用のための な任期付研究者採用のための要項

期付採用を行う。 規約を作成する。 規程等を整備した。

３）研究の効率的な実施を推進する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

３）研究の効率的な実施を推進 ３）研究の効率的な実施を推進
するための具体的方策 するための具体的方策
①グループ研究を推進し、研究 ①グループ研究を推進するとと 設備・機器の効率的な活用を図

、 。費や設備の効率的な活用を行 もに、設備・機器の効率的な活 るため グループ研究を推進した
う。 用を図る。 グループ研究として学内共同研究

プロジェクトを募集・審査し、予
（ ） 。算 ２千３７０万円 を配分した

４）研究活動を支援するため、適切な予算措置等を行う。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

４）研究活動を支援するため、 ４）研究活動を支援するため、
適切な予算措置等を行うための 適切な予算措置等を行うための
具体的方策 具体的方策
①大学または学部として、重点 ①大学および学部等が設置した 教育研究内容の改善 及び 特「 」 「

」 、的に実施する研究課題または特 重点課題への予算の重点配分を 色ある大学づくり 事業を設定し
徴ある研究課題については、研 行う。 学長裁量経費を重点配分した。学

、 、究資金の重点的な配分を行う。 部においても 重点課題を設定し
予算の重点配分を行った。

５）研究に必要な施設・設備等を有効に利用するなど研究環境の整備を推進する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

５）研究に必要な施設・設備等 ５）研究に必要な施設・設備等
を有効に利用するなど研究環境 を有効に利用するなど研究環境
整備を推進するための具体的方 整備を推進するための具体的方
策 策
①全学的に研究室及び設備等の ①施設マネジメント委員会を中 施設マネジメント委員会が全学
利用状況を調査し、有効利用と 心として、全学の研究室、設備 的な研究室、設備等の利用状況調
活用を図る。 等の利用状況を調査する。 査の年次計画を立てた。今年度は

医学部の基礎臨床研究棟、臨床研
究棟及び教育文化学部の利用状況

②学内附属施設を有効利用する 調査を実施した。
とともに、点検評価し、統廃合
を含めて研究スペース、設備、
人員の有効利用を図る。

、③研究室等の安全対策の充実を ②研究室および各施設設備の安 各事業場安全衛生委員会の下に
図る。 全点検を行い、対策が必要な事 衛生管理者及び衛生管理補助者を

項を明確にする。 配置し、研究室及び各施設設備の
安全点検を行った。

また、労働衛生コンサルタント



による巡視指導を受け、対策が必
要な事項を明確にした。

④附属図書館の内容を充実す ③研究に必要な図書（電子ジャ 研究に必要な資料（電子的資料
）る。また、情報ネットワークを ーナルを含む）の充実度や必要 及び文献検索データベースを含む

補強する。 度について実態を調査する。 の充実度や必要度についてアンケ
ート調査を実施した。

６）外部資金の導入とその対策、対応をする。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

） 、 ） 、６ 外部資金の導入とその対策 ６ 外部資金の導入とその対策
対応に関する具体的方策 対応に関する具体的方策
①大学として外部資金の導入を ①予算単位毎に外部資金導入実 科学研究費補助金、厚生労働科
積極的に推進する。 績の調査を実施し分析を行う。 学研究費補助金及び奨学寄附金な

どの外部資金導入状況を調査し、
分析を行った。

②多面的な外部資金導入のため 多面的な外部資金導入のための
、のアイデアを募集し、その分析 各学部等での取り組みの現状から

結果を学内へ公表する。 具体的なアイディアを調査した。
その結果、医学部では科研費申請
者、受託者に研究費傾斜配分を実
施、また工学部では科研費申請に
ついて内部での相互審査を実施す

。るなどの工夫が既になされていた
財務委員会ではインセンティブに
関するＷＧを設け、これらの学内
での科研費獲得へ向けた工夫の情
報や、他大学でのインセンティブ
の実施に関する資料を収集し、本
学での教育・研究へのインセンテ
ィブのあり方について検討を開始
した。

②民間等との共同研究や受託研 ③共同研究や受託研究の実績に 共同研究や受託研究実績につい
究を積極的に推進する。 ついて調査し、その分析結果を て調査を実施し、ホームページ上

公表する。 に公表した。

③競争的資金を獲得した研究者 ④競争的資金導入実績の調査を 実験スペース拡大希望者（グル
のための実験スペースを優先的 行い、実験スペース拡大希望者 ープ）を募集し、競争的資金導入
に確保する。 （グループ）を募集する。 実績調査を参考にして、総合研究

棟及び総合教育研究棟流動的研究
施設のスペースを配分した。

７）共同研究を推進する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

７）共同研究を推進するための ７）共同研究を推進するための
具体的方策 具体的方策
①全国共同利用研究施設を利用 ①全国共同利用研究施設の利用 研究協力課研究助成係から 「平、
した研究に参加し、共同研究を に関する情報を広く学内に周知 成１７年度高エネルギー加速器研
活性化させる。 する。 究機構共同研究公募」等の全国共

同利用研究施設の情報を学内メー
ルで周知した。

②共同研究を推進する研究者に 財務委員会と知的財産本部を中
インセンティブを与える方策を 心に共同研究を推進する研究者へ
検討する。 のインセンティブを与える方策に



ついて、多面的な意見を集めて検
討中である。

②共同研究のために大学として ③学内共同研究のための特別経 教育研究内容の改善 及び 特「 」 「
特別経費を確保する。 費を確保する。 色ある大学づくり」事業経費に対

して、学長裁量経費（約２千３７
０万円）を措置した。

８）知的財産を創出、取得、管理し、これを活用する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

８）知的財産の創出、取得、管 ８）知的財産の創出、取得、管
理及び活用に関する具体的方策 理及び活用に関する具体的方策
①知的財産の創出・管理・活用 ①知的財産本部を立ち上げる。 平成１６年４月１日に研究担当
を積極的に推進する体制を 理事を本部長とした知的財産本部
整備する。 を設置した。

②特許権等の知的財産権取得を ②知的財産権取得を目指す研究 知的財産本部は、発明に対する
推進する。 者にインセンティブを与える方 インセンティブとして 「宮崎大学、

策を検討する。 職務発明等規程」に補償金並びに
対価を設定した。ロイヤリティー
として５０％が配分されるよう制
定した。

ⅠⅠⅠⅠ 大学大学大学大学のののの教育研究等教育研究等教育研究等教育研究等のののの質質質質のののの向上向上向上向上
３３３３ そのそのそのその他他他他のののの実施状況実施状況実施状況実施状況
（（（（１１１１））））社会社会社会社会とのとのとのとの連携等連携等連携等連携等にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況

１）大学の人的・物的資源の活用による社会との連携協力を推進する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

（１）社会との連携等に関する （１）社会との連携等に関する
目標を達成するための措置 目標を達成するための措置

１ 地域社会等との連携・協力 １ 地域社会等との連携・協力 地域連携推進室 を設置し 高） 、 ） 、 「 」 、「
社会サービス等に係る具体的方 社会サービス等に係る具体的方 等教育コンソーシアム宮崎」の立
策 策 ち上げ、地域貢献特別支援事業等
① 地域連携推進室 を設置し ① 地域連携推進室 を設置し を推進した。「 」 、 「 」 、
地域社会等との連携協力を企画 地域社会等との連携協力を企画 また、本学と宮崎銀行及び宮崎
・立案し、組織的に推進する。 ・立案し、組織的に推進する。 太陽銀行との間で、地域社会への

貢献を目的に包括的連携協力の協
定を締結した。

②地域社会に学び､その要請に ②地域社会に学び、その要請に 大学からの情報発信等のための
応える"場"、また、大学からの 応え、また、大学からの情報発 サテライトを、平成１５年度末に
情報発信等の"場"を市街地に確 信等のためのサテライトを市街 開設し、宮崎市内の「カリーノ宮
保するように努める｡ 地に設置する。 崎」８階に設置し、各事業（研究

発表会などの情報発信、各種セミ
ナー公開講座など市民との交流、
他大学・自治体・産業界との交流
連携）を開始した。

③生涯学習の推進体制を整え ③本学が一体となって生涯学習 学内関係部局・機関の連携を図
る。 を推進するために、学内関係部 るため、生涯学習教育研究センタ

局・機関の連携を図る。 ーを中心として、公開講座運営の



手引きを作成し、実施のための説
明会を開催した。

④自治体等との連携による生涯 ④生涯学習教育研究センターを 自治体等が行う生涯学習関係事
学習講座、指導者養成の推進事 中心として、自治体等の関係機 業の相談等を生涯学習教育研究セ
業の充実を図る。 関との連携を図る。 ンターに集約し、自治体主催の公

開講座等への講師派遣・斡旋を行
い、自治体等との連携を図った。

⑤遠隔教育、情報提供の推進の ⑤宮崎健康福祉ネットワーク 宮崎健康福祉ネットワーク（は
ため、地域情報ネットワークの （はにわネット 、宮崎情報ハ にわネット 、宮崎情報ハイウェー） ）

（ ） 、運用を支援し、その活用を進め イウェー２１（ＭＪＨ２１）等 ２１ ＭＪＨ２１ 等を利用して
る。 を利用した教育機関の交流・遠 県内の教育機関の交流・遠隔教育

隔教育の推進を支援する。 （大学院教育e-Learningシステム
等）の推進を支援した。

⑥中・高校生に対する出前講義 ⑥中・高・大との連携を一層強 中・高・大との連携を一層強化
や体験授業、教員のための研修 化するための出前講義や体験授 するための「出前講義」や「体験
等を企画し、中・高・大との連 業、教員の研修等を推進する。 授業 「教員の研修 「高大連携」、 」、
携を強化する。 の公開授業」等を実施した。

⑦地域住民に対する図書館や体 ⑦地域住民向け利用案内を作成 図書館の地域住民向け利用案内
育施設等の開放を積極的に進め し ホームページ上で広報する を作成し、ホームページ上で広報、 。
る。 を行った。

⑧地域の学術文化施設等との間 ⑧宮崎県博物館等協議会などと 宮崎県博物館等連携協議会など
で相互連携を推進する。 の連携推進体制を整備する。 と連携し、教育支援データベース

化推進体制を整備した。

⑨地域の学術文化施設等と協力 地域の学術文化施設等と協力し
して、教育支援データベースを て、教育支援データベースを立ち
立ち上げる。 上げ、運用を開始した。

２）産・学・官・民間の連携強化を図る。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

２）産学官民連携の推進に関す ２）産学官民連携の推進に関す
る具体的方策 る具体的方策
①産学官民連携コーディネート ①産学官民連携コーディネート 共同研究等の契約に必要な専門
体制の充実や知的財産の創出・ 体制の充実や知的財産の創出・ 知識と経験を有するコーディネー
運用・活用体制の整備等によ 運用・活用体制の整備等によ ターを配置するとともに、従来か
り、地域共同研究センターを中 り、地域共同研究センターを中 らのプロジェクト中心の客員教授
心とした産学官民連携活動の強 心とした産学官民連携活動の強 人選を廃止し、リエゾン部門の強
化を図る。 化を図る。 化及び知財本部の要員の整備等に

ついて検討し、リエゾン担当３名
と地財担当３名の客員教授を配置
した。

②株式会社みやざきＴＬＯへの ②株式会社みやざきＴＬＯへの 支援強化のため、本学教員２名
（ ） 、支援を強化する。 支援を強化する。 を 株 みやざきＴＬＯに派遣し

学内施設を（株）みやざきＴＬＯ
に貸与した。

③本学の知的財産を有効活用す 大学が承継した職務発明１１件
るため、知的財産のマーケティ について （株）みやざきＴＬＯに、
ングを委託する。 マーケティングを依頼した。

③知的財産戦略を確立し、その ④知的財産本部を設立し、知的 知的財産本部を設立し 「知的財、
創出・管理・活用システムの構 財産ポリシー、職務発明規定等 産ポリシー」及び「宮崎大学職務
築を図る。 を制定する。 発明等規程」等を制定した。

⑤知的財産に関する啓発活動を 特許セミナーを２回開催し、法
行う。 律に関する情報等を全教職員にメ

ールで配信するなど、知的財産に



関する啓発活動を行った。

④研究者データベースを整備 ⑥研究者データベースを整備 研究者データベースを整備し、
し、ホームページや広報誌によ し、情報発信体制を整える。 情報発信体制を整えた。
る産学官交流関連情報を発信す
る。

３）地域の大学等との連携・支援を推進する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

３）地域の公私立大学等との連 ３）地域の公私立大学等との連
携・支援に関する具体的方策 携・支援に関する具体的方策
①地域の大学等と連携し、研究 ①地域の大学等と連携し、研究 高等教育コンソーシアム宮崎の
・教育の相互協力を推進する。 ・教育の相互協力を推進する。 設立及び九州管内国立大学教員養

成系学部間単位互換協定締結を通
じて、県内及び九州管内の大学と
の連携協力を推進した。

②県内の大学図書館及び公共図 ②県内の大学図書館及び公共図 県内の公私立大学図書館及び公
。書館と相互利用などの連携を図 書館の相互利用を促進する。 共図書館との相互利用を開始した

る。

ⅠⅠⅠⅠ 大学大学大学大学のののの教育研究等教育研究等教育研究等教育研究等のののの質質質質のののの向上向上向上向上
３３３３ そのそのそのその他他他他のののの実施状況実施状況実施状況実施状況
（（（（２２２２））））国際連携国際連携国際連携国際連携・・・・国際交流等国際交流等国際交流等国際交流等にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況

１）国際共同研究を推進する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

（２）国際連携・国際交流等に （２）国際連携・国際交流等に
関する目標を達成するための措 関する目標を達成するための措
置 置
１）教育研究活動に関連した国 １）教育研究活動に関連した国
際貢献に関する具体的方策 際貢献に関する具体的方策
①国際交流事業を組織的に推進 ① 国際交流推進室 を設置し 副学長・教員（学部代表 ・事務「 」 、 ）
するため「国際交流推進室」を 国際交流事業を企画し活動の目 職員からなる国際交流推進室を設
設置する。 標・趣旨を全学的に周知する。 置し、大学間協定校との国際交流

（ ）事業内容 学生交流・研究交流等
を、ホームページやメール等で全
学に周知した。

②研究者や大学院学生等の積極 ②国際交流協定校との研究者や 協定校２９校すべてにつき過去
的な派遣・受入れを行い、国際 大学院生等の派遣・受入れの実 ５年間の学術・学生交流及び共同
共同研究を実施する。 態調査・見直しを行い、継続発 研究実績を調査し、国際交流協定

展させる共同研究と新規の共同 締結及び更新に関する「宮崎大学
研究に関し協定校と協議を進め における国際交流協定に関する手
る。 続き」を制定した。これを基に協

定校と共同研究に関し、逐次、協
議を進めている。

２）開発途上国等への支援を推進する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標



中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

２）開発途上国等への支援を推 ２）開発途上国等への支援を推
進するための具体的方策 進するための具体的方策

、①独立行政法人日本学生支援機 ①開発途上国の人材養成に関し 開発途上国の人材養成に関する
構やＪＩＣＡ等への協力を通し て、独立行政法人日本学生支援 独立行政法人日本学生支援機構や
て開発途上国等への支援を推進 機構やＪＩＣＡ等のニーズに対 ＪＩＣＡ等のニーズに対応するた
する。 応できる体制を整備する。 め、国際交流推進室に開発協力Ｗ

Ｇを設置した。

②開発途上国からの研修生受け 開発途上国からの研修生受け入
入れ教育プログラムを企画・立 れ教育プログラムを企画・立案す
案するための組織体制を整備す るため、国際交流推進室に開発協
る。 力ＷＧを設置した。

３）留学生の交流を促進する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

３）留学生交流その他諸外国の ３）留学生交流その他諸外国の
大学等との教育研究上の交流に 大学等との教育研究上の交流に
関する具体的方策 関する具体的方策
①交流協定締結校数を増やし、 ①現在の協定校との交流の実態 大学間協定及び学部間交流協定
双方の受入れを促進する。 調査を踏まえ、さらに交流の活 校の実態調査を実施し、見直しを

発化・維持発展を図る。 図った上で、新たに学部間交流協
定を２校と締結した。

②学部、大学院への外国人留学 ②英文ホームページを作成す 宮崎大学からの情報発信のため
生の受入れ数の増加を目指す。 る。 に英文ホームページを作成した。

③学生の海外留学を支援する制 ③学生の海外留学を支援する制 学部間協定校について、協定校
度を整備する。 度を整備する。 間の単位互換（医学部）及び渡航

費補助（教育文化学部）の制度を
整備した。

④帰国留学生のフォロー体制を ④留学生の卒業者・修了者名 帰国留学生の名簿及びメーリン
整備する。 簿 メイリングリストを整備し グリストを整備し 留学生便り 医、 、 、 （

広報活動を推進する。 学部）を送付した。

⑤留学生の卒業者・修了者への 卒業・修了時に留学生へのアン
アンケートを作成、実施する。 ケート調査（教育文化学部及び医

学部）を実施した。

ⅠⅠⅠⅠ 大学大学大学大学のののの教育研究等教育研究等教育研究等教育研究等のののの質質質質のののの向上向上向上向上
３３３３ そのそのそのその他他他他のののの実施状況実施状況実施状況実施状況
（（（（３３３３））））附属病院附属病院附属病院附属病院にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況

１）病院運営組織の改善を図る。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

（３）附属病院に関する目標を （３）附属病院に関する目標を
達成するため措置 達成するため措置

１）病院運営組織の改善に関す １）病院運営組織の改善に関す



る具体的方策 る具体的方策
①病院の意思決定システムにつ ①組織の見直しを行い、病院長 多数ある各種委員会のうち、必
いて抜本的見直しを行い、病院 がリーダーシップを発揮できる 要性のあるもの以外は、廃止し、
長のリーダーシップがより発揮 体制を検討する。 五つ程度の大きな枠組みを作りそ
できる体制を構築する。 の統括者として５人の副病院長や

病院長補佐を置く新組織案を作成
した。

２）医療サービスの向上を図る。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

２）医療サービスの向上に関す ２）医療サービスの向上に関す
る具体的方策 る具体的方策
①医療環境の改善と業務の効率 ①病院再整備計画を策定する。 病院再整備計画を策定し、平成
化のため、既存施設の有効活用 １７年度概算要求を行った。
を図るとともに病院の再整備を
推進する。

②自己点検・評価及び外部評価 ②病院機能評価対策委員会を設 「病院機能評価対策委員会」を
、「 」（日本医療機能評価機構による 置して、新基準に基づく自己点 設置し 病院機能評価領域別ＷＧ

病院機能評価）を定期的に受け 検・評価方法を構築する。 を立ち上げ、領域別に自己点検・
。るとともに、ISO基準認定の取 評価を実施できる体制を構築した

得に向けて検討する。

３）業務運営の効率化を図る。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

３）業務運営の効率化に関する ３）業務運営の効率化に関する
具体的方策 具体的方策
①各種方策を実施して、経営改 ①新生児特定集中治療室（ＮＩ 経営改善を図るため、ＮＩＣＵ
善を図るとともに経営分析シス ＣＵ を拡充し経営改善を図る を６床から９床に増床した。） 。
テムや管理会計システム等を用
いた経営分析の結果を病院経営
に反映させる。 ②ＭＥ機器センターを設置し ＭＥ機器センターを設置し、関

て、機器の効率的運用を図る。 連規程や設備等を整備し、人工呼
吸器等の効率的運用を図った。

③クリニカルパスを導入すると １５診療科で３６のクリニカル
ともに、経営分析システム、管 パスを作成し、経営分析システム
理会計システムデータを基に各 及び管理会計システムに医事、財
診療科等の収支状況を把握し、 務、人事給与データを取り込み、
経営改善の目安として活用す 診療科別原価計算を行い、経営改
る。 善に活用した。

②診療科を臓器別に再編し、患 ④臓器別診療体制検討ＷＧを設 臓器別診療体制検討ＷＧを設置
者に分かりやすく、機能的な診 置して、実施方策を検討する。 し、実施方策を検討した結果、内
療体制を構築する。 科系１０、外科系４の診療体制と

することを提言した。

③中央診療施設等を再編・統合 ⑤中央診療施設等を再編した診 「経営企画部会議」において、
し、効率的な診療を推進する。 療支援部の新設を検討する。 中央診療施設等の再編について検

討した結果、診療支援部を設置せ
ず、代わりに診療支援職員を機能
的に配置できる体制を構築するこ
ととした。

④診療部門、診療支援部門及び ⑥部門別、職種別の適切な人員 管理会計システムの経営分析指
事務部門の評価を行い、人員の 配置を実現するために、職員の 標を用いて、部門別、職種別の職
適切な配置を推進する。 生産性に関するデータベースを 員の生産性に関するデータベース



構築する。 を構築した。

４）良質な医療人を養成する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

４）良質な医療人養成の具体的 ４）良質な医療人養成の具体的
方策 方策
①学生の臨床実習、医師の卒後 ①クリニカル･クラークシップ クリニカル･クラークシップ及び、
研修やコ・メディカルスタッフ 客観的臨床能力試験 ＯＳＣＥ 客観的臨床能力試験（ＯＳＣＥ）（ ）
の研修、地域の医師、コ・メデ の教育内容を充実する。 の教育内容を充実するために、Ｏ
ィカルスタッフの生涯教育等の ＳＣＥ実習室等を整備するととも
一元化・円滑化を図る。 に医学教育推進センターを設置し

た。

②卒後臨床研修体制の充実を図 事務部門に卒後臨床研修係（２
る。 名）を配置し、研修室、仮眠室な

どの設備を整備充実した。
また、研修医教育カリキュラム

に基づき講義を実施する体制を整
えた。

さらに、協力型臨床研修病院等
との連携体制の充実を図った。

５）先進的かつ安全・高品質の医療を提供する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

５）研究成果の診療への反映や ５）研究成果の診療への反映や
先進的医療の導入のための具体 先進的医療の導入のための具体
的方策 的方策
①基礎医学研究者や学部横断的 ①実施体制及び関連規程を検討 他大学の関連資料を収集して、
かつ学内外の研究者と連携し、 する。 探索医療に関して実施体制及び関
先進的な基礎医学研究などの成 連規程を検討した。
果を医療技術へ展開しうる基盤
を構築する。

②治験管理体制を整備・充実 ②治験管理センターを整備し、 治験管理センターの施設を拡張
し、薬品開発と臨床研究の活性 治験ネットワークを有効に活用 し、各種治験ネットワークを有効
化を図る。 して、受入れ件数を拡大する。 に活用して、受入件数、受入症例

数の増加を図った。

③先進医療を積極的に導入し、 ③実施可能な先進医療を調査す 各診療科に対し、現在取り組ん
大学病院としての高度な医療を る。 でいる先進医療及び実施可能な先
提供する。 進医療についてのアンケート調査

を実施した。

６）安全な医療に関する具体的 ６）安全な医療に関する具体的
方策 方策
①リスクマネジメント業務を標 ①作業手順書を整備し、職員の 作業手順書（血液型仮判定や中
準化することにより、医療の安 教育・訓練を徹底する。 心静脈カテーテルの挿入等）を整

、 。全管理を図る。 備し 職員の教育・訓練を行った

②ＩＴを活用し、医療安全管理 ②「事故報告等の集計・分類・ 医療情報システムの更新時に、
体制の充実を図る。 自動分析システム」及び「厚生 「厚生労働省・医薬品機構の報告

労働省・医薬品機構の報告シス システム」の機能を具備した「事
テム」の導入を検討する。 故報告書等の集計・分類・自動分

析システム」を導入することを決
定した。



③感染対策マニュアル、医療ガ ③安全に関する各マニュアルの 感染対策マニュアルの改訂を行
ス安全対策マニュアル、食中毒 見直しを行う。 うとともに、医療ガス安全対策マ
安全対策マニュアル等を策定・ ニュアルについては 「医学部附属、

」改訂及び周知し、安全な療養環 病院医療ガス安全管理委員会規程
境を提供する。 及び「医学部附属病院医療ガス安

全管理実施要領」を作成した。
さらに、食中毒安全対策マニュ

アルについては、給食業務衛生管
、 。理マニュアルに包含し 改定した

６）地域医療との連携及び地域医療への貢献を推進する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

７）地域医療との連携及び地域 ７）地域医療との連携及び地域
医療ネットワークへの貢献に関 医療ネットワークへの貢献に関
する具体的方策 する具体的方策
①遠隔医療システムを構築し、 ①遠隔医療システムの開発・導 医療情報システムの更新時に 放「
僻地・過疎地域の医療を支援す 入を検討する。 射線部先端医療機器の活用支援シ
る。 ステム（地域の医療機関から、本

、 、院のＣＴ ＭＲＩ等の予約を行い
検査実施後は報告書や画像を参照
できるオンラインシステム 」を開）
発・導入することとした。

②宮崎健康福祉ネットワーク ②地域医療機関の宮崎健康福祉 宮崎健康ネットワークへの加入
（はにわネット）を中心とした ネットワークへの加入を促進す を促進するため、はにわネットパ
地域医療連携を推進する。 る。 ンフレットを県内医療機関（５１

９）に発送し、新規加入申し込み
のあった県内医療機関（１１）に
大学から出向き、はにわネツトの
説明会を実施した。

③救急・災害医療体制を整備す ③救急・災害医療の実施体制を 救急患者の受入を促進するため
る。 確立し、地域の医療関係者の教 救急ホットラインを設置するとと

育（研修）を開始する。 もに、学内外の医療関係者に対す
る災害医療訓練を実施するための
訓練用キット（エマルゴトレーニ
ングシステム）を導入し、宮崎県
と合同で大規模災害の医療体制整
備を目的とした災害医療従事者研
修会を実施した。

ⅠⅠⅠⅠ 大学大学大学大学のののの教育研究等教育研究等教育研究等教育研究等のののの質質質質のののの向上向上向上向上
３３３３ そのそのそのその他他他他のののの実施状況実施状況実施状況実施状況
（（（（４４４４））））附属学校附属学校附属学校附属学校にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況

１）教育に関する理論と実践の研究を推進する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

（４）附属学校に関する目標を （４）附属学校に関する目標を
達成するための措置 達成するための措置

１）教育に関する理論と実践の １）教育に関する理論と実践の
研究に関する具体的方策 研究に関する具体的方策
①学部及び附属学校間の一層の ①学部研究推進委員会の活動の 附属学校からの委員も参加して
連携に努め、一貫した教育課程 中に附属学校との共同研究を位 学部研究推進委員会を定期的に開



・学習指導法等の改善を行う。 置づけ、附属学校間の一貫した 催した。
教育課程、学習指導法等につい また、平成１４年度から研究開
ての研究を、学部と連携して推 発学校の指定（文部科学省）を受
進する。 け、学部と幼、小、中が連携して

附属学校間の一貫した教育課程、
学習指導法等についての共同研究
を推進した。

②社会の変化に対応した教育の ②附属学校と学部が共同して、 附属学校園の実態に対応したカ
在り方を目指して、これまで実 社会の変化に対応した、また附 ウンセリング活動のあり方につい

、施してきたカウンセリング活動 属学校園の実態に対応したカウ ての実践的研究を行う組織として
「 」の充実を図る。 ンセリング活動のあり方につい 附属学校カウンセリング委員会

、 。 、ての実践的研究を行う組織を整 を設置し 規程を整備した なお
備する。 実践的研究に関する部分について

規程を見直すこととしている。

③ＬＤ、ＡＤＨＤ、高機能自閉 ③発達支援が必要な子どもの教 発達支援が必要な子どもの教育
症など多様な子どもについて、 育方法改善に向けた委員会の設 方法改善に向けた委員会として、
発達支援や教育方法を継続研究 置について検討する。 「附属学校特別支援教育委員会」
できるようにする。 を設置し、規程を整備した。

２）教員養成のための教育実習を充実する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

２）教員養成のための教育実習 ２）教員養成のための教育実習
の充実に関する具体的方策 の充実に関する具体的方策
①実践的指導力を身につけさせ ①実習内容の改善に向けた検討 附属学校運営委員会で教育実習
るため、教育実習の指導内容等 を行うとともに、実習指導のた の問題点について整理した。同時
の改善を行う。 めの学部との連携体制を整備す に、教育実習運営委員会・学校教

る。 育課程カリキュラム委員会及び教
務委員会のメンバーからなる教育
実習改革プロジェクトチームを設
置して、連携体制を整えた。

３）学校運営の改善を図る。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

３）学校運営の改善に関する具 ３）学校運営の改善に関する具
体的方策 体的方策

「 」①学校運営委員会を組織して、 ①学校運営委員会の構成員、活 附属学校将来構想検討委員会
教育計画・教育実践・学校運営 動内容、計画等を検討する。 を「附属学校運営委員会」として
を効果的に機能させる。 改組するとともに新委員会の役割

や構成員を検討し 「附属学校運営、
委員会規程」を制定した。

②学校運営評価委員会を組織し ②学校運営評価準備委員会の設 開かれた学校づくり、開かれた
て、教育目標の達成状況を評価 置について検討する。 学校経営を実現するため、学校運
する。 営評価委員会の設置に向け、学校

運営評価準備委員会設置要項を作
成した。

③附属学校の目標を達成するた ③附属学校入試審議会の設置に これまでの「附属学校運営委員
めの入学者選抜の方法を検討 ついて検討する。 会」の業務から入学試験の事項を

、「 」し、その改善を図る。 独立させて 附属学校入試委員会
を設置し、関連規程を整備した。

４）地域の教育の発展に寄与する。中中中中
期期期期



目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

４）地域の教育の発展に関する ４）地域の教育の発展に関する
具体的方策 具体的方策
①県教育委員会と連携して、１ ①今後も引き続き、該当する教 県教育委員会が実施する１０年
０年を経過した教員は県教育委 員に対して１０年研修に参加さ 研修に参加できるように条件を整
員会が行う研修に参加し幅広い せるための条件を整備し、研修 備し、附属中学校の該当者２名に
研修ができるようにする。 を実施する。 ついて研修に参加させた。

②県教育研修センターと連携し ②県教育委員会と研修内容・計 県教育委員会と研修内容・計画
て、附属学校園で公立学校教職 画について話し合い、研修を実 について協議し、新規採用の幼稚
員の研修会を実施する。 施する。 園教員と公立学校教員に対する研

修を附属幼稚園、附属小学校、附
属中学校でそれぞれ実施した。

③公立学校との人事交流を推進 ③県教育委員会と交流について 県教育委員会と人事交流につい
、 、することにより、附属学校及び の基本的合意を得、交流を実施 ての覚書を交わし それに基づき

地域の教育の発展を図る。 する。 小学校７名、中学校４名の人事交
流を実施した。

５）附属学校のこども及び職員の安全と健康を確保する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

中 期 計 画 年 度 計 画 計画の進行状況等

５）附属学校のこども及び職員 ５）附属学校のこども及び職員
の安全と健康に関する具体的方 の安全と健康に関する具体的方
策 策
①「安全衛生に関する手引き」 ①安全衛生委員会を設置し 安 安全衛生委員会 を設置し 安、「 「 」 、「
を検討し、附属学校の安全衛生 全衛生に関する手引き」の内容 全衛生に関する手引き」の内容を
管理体制の整備・改善を行う。 を見直して、適切な安全衛生対 見直した。適切な安全衛生対策活

策活動を実施するとともに、防 動を実施するとともに、防犯設備
犯設備の整備状況を調査・点検 の整備状況を調査・点検して幼稚

、してその整備計画を策定する。 園と小学校の監視カメラについて
整備案を策定した。



ⅡⅡⅡⅡ 業務運営業務運営業務運営業務運営のののの改善及改善及改善及改善及びびびび効率化効率化効率化効率化
１１１１ 運営体制運営体制運営体制運営体制のののの改善改善改善改善にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況

１）学長のリーダーシップを中心にした組織的・機動的・弾力的な大学運営を図る。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

進行
中 期 計 画 年 度 計 画 判断理由（実施状況等）

状況

１）全学的な経営戦略の確立 １）全学的な経営戦略の確立
に関する具体的方策 に関する具体的方策
①学長が法人運営の最終責任 ①新たな運営体制として国立 Ⅲ 中期目標及び計画を達成す

、 、 、者としてリーダーシップを発 大学法人法で規定される役員 るため 役員会 経営協議会
揮し得る体制を確立する。 会・経営協議会・教育研究評 教育研究評議会及び部局長会

議会と学内措置としての部局 議を設置し、これらすべての
長会議を立ち上げ、計画と目 会議の議長を学長が務め、議
的に即した運用を図る。 題等を各会議で効率的に審議

し、その結果を最高責任者と
して判断して執行する体制を
整備した。

②学長が全学的視点からの戦 ②学長は、資源配分の基本的 Ⅲ 役員会の下に人事制度等検
略的な学内資源配分を行い得 な方針を整備するため、役員 討委員会及び財務委員会を設
る体制を構築する。 会の下に、人事及び財務に関 置し、人的資源及び物（財）

する委員会をおいて検討する 的資源の効率的な配分等の基。
本的な方針を整備するため、
第１期中期目標期間中の人件
費推移に基づく定員管理方針
を策定した。

③学長を補佐する役員を大学 ③重要課題を精選し、担当理 Ⅲ 「研究・企画・評価担当 、」
運営の重要テーマごとに配置 事を明確にし、必要ならば理 「教育・学生担当 「病院担」、

」、「 」、「 」するとともに、各役員と事務 事補佐、｢推進室｣等を置く。 当 総務担当 法務担当
組織とが有機的な連携が図れ の重要課題ごとに担当理事を
る体制を整備して、学長の補 置き、さらに教員と事務部門
佐体制を強化する。 が一体化した「評価室 「地」、

域連携推進室 「国際交流推」、
進室 「就職戦略室」を設置」、
、 。し 各担当理事を室長とした

２）運営組織の効果的・機動 ２）運営組織の効果的・機動
的な運営に関する具体的方策 的な運営に関する具体的方策
①国立大学法人の基本的運営 ①国立大学法人法に規定され Ⅲ 役員会、経営協議会、教育
組織となる役員会、経営協議 た諸機関、各学部教授会、各 研究評議会及び部局長会議を
会及び教育研究評議会の権限 種委員会それぞれの役割と任 設置し、各規程等でその役割
と責任を明確にするとともに 務及び大学の意思決定におけ と任務を明確にし、併せて学、
学部教授会及び学内各種委員 る位置付けを明確にし、法人 部教授会の任務を「国立大学
会の役割を明確にし、学長を 及び大学を運営する。 法人宮崎大学基本規則」中で
中心とした意志決定が的確か 明記した。
つ機動的、弾力的に行える体 さらに、ＰＤＣＡシステム
制の構築を図る。 に立脚した組織業務体制を整

備するため、全学の各種委員
会については、組織業務検討
委員会において統廃合を含め
て見直した。

②大学の円滑な運営のため、 ②法人の諸機関 学部教授会 Ⅲ ＰＤＣＡシステムから見た、 、
大学の意志決定プロセスの透 各種委員会等の役割と任務を 組織業務体制を平成１７年度
明性と情報の公開を確保し、 明確化して、相互間の連携体 に向けて構築し、法人の諸機
教職員の積極的な参加を図る 制を確立する。 関、学部教授会、各種委員会。

等の役割と任務を明確化した
ことにより組織間の連携体制
を確立した。

、③学長による法人、大学の意 Ⅲ 公表の体制・方法としては
思決定のプロセスを明確にし 教員と事務部門が一体となっ、



学内外に公表する体制と方法 た広報関係を一元的に取り扱
を整備する。 う「広報戦略室（仮称 」の設）

置を検討するとともに、平成
１６年７月には大学ホームペ
ージをリニューアルし、学内
外に向けての情報発信体制と
広報を整備した。

３）全学的視点からの戦略的 ３）全学的視点からの戦略的
な学内資源配分に関する具体 な学 内資源配分に関する具
的方策 体的方策 Ⅲ
①学内予算、人的・物的資源 ①学内資源の重点枠について 本学が有する人的及び物的、
を学長の下に一元的に管理す 戦略的な配分方針を策定する 資源の効率的な配分などの基。

、る体制を構築し、その運用に 本的な方針を策定するために
おいては自己評価、外部評価 役員会の下に人事制度等検討
の結果を踏まえ、教育研究等 委員会及び財務委員会を設置
の展開に則した戦略的な運用 し、効率化係数（Δ１％）を
を図る。 加味した第１期中期目標期間

中の人件費推移のシミュレー
ションを行い、その結果に基
づいて退職者不補充の基本方
針及び学長管理定員確保など
の年次計画を策定した。

４）学外の有識者・専門家の ４）学外の有識者・専門家の
登用に関する具体的方策 登用に関する具体的方策
①国立大学法人活動における ①法務担当理事を置き、本学 Ⅲ 法務担当理事を置き、大学
各種私法の遵法、学生等の事 の諸活動について、社会的、 の業務上生じる種々の法的な
故や医療事故等への的確な対 法律的見地からの問題点を検 問題に対し、社会的、法的に
応等法務関係業務に対応する 討し、本学のとるべき対応策 的確な指導・助言を得て対応
ために、学外から専門家を法 を策定するとともに、学内外 する方策・体制を整えるとと
務担当役員等として登用する に公表する。 もに、学内外にホームページ。

等で公表した。

５）教員・事務職員等による ５）教員・事務職員等による
一体的な運営に関する具体的 一体的な運営に関する具体的
方策 方策 Ⅲ
①教育研究 産学・社会連携 ①本学の諸活動の当面の重点 本学の諸活動の当面の重点、 、
国際交流、経営企画等のバッ 項目について、教員と事務部 項目について、教員と事務部
クアップを行うために、教員 門とが一体となった効果的な 門が一体化した 評価室 地「 」、「
と事務部門とが一体となって 実行体制を構築する。 域連携推進室 「国際交流推」、
企画・立案機能を高め、戦略 進室 「就職戦略室」を設置」、
的な運営体制を構築する。 し、各担当理事を室長として

効果的に実行する体制を構築
した。なお、平成１７年度に
向けて「広報戦略室」や「情
報管理室」を設置することと
した。

６）内部監査機能の充実に関 ６）内部監査機能の充実に関
する具体的方策 する具体的方策

、①学長の下に内部監査に対応 ①常勤及び非常勤監事を中心 Ⅲ 評価監査部監査課を設置し
、「 」する組織を設け、専任の事務 に、大学法人の諸事業におけ また 宮崎大学監事監査規程
「 」職員を配置して監査機能の充 る監査体制を整備するととも 及び 宮崎大学内部監査規程

実強化を図る。 に事務局に評価監査部、その を制定し、監査体制を整備し
②業務監査と会計監査を定時 下に監査課を置き、監査機能 た。
に行うとともに、必要に応じ の充実を図る。 さらに、監事監査、内部監
随時の監査を実施し、監査結 査計画書を作成して、監事を
果に基づき改善を図る。 中心に業務監査及び会計監査

を実施した。一部規程等の不
備については、改善指導を行
った。

２）学部運営の効率化を図る。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

進行



中 期 計 画 年 度 計 画 判断理由（実施状況等）
状況

７）学部長等を中心とした機 ７）学部長等を中心とした機
動的・戦略的な学部運営に関 動的・戦略的な学部運営に関
する具体的方策 する具体的方策
①学部教授会の審議事項を教 ①各学部に副学部長を置き、 Ⅲ 効果的、機動的な学部運営
育研究に係る事項に精選し、 学部長補佐体制を整備し、効 を実施するために、各学部に
学部の管理運営を学部長のリ 果的、機動的な学部運営を実 副学部長２名（評価担当・教
ーダーシップの下に行うとと 施する。 務担当）を置き、学部長補佐
もに学部長補佐体制を構築す 体制を整備した。 なお、平
る。 成１７年度に向けては、新た

に研究担当副学部長を設置す
ることとした。

３）国立大学間の連携・協力を図る。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

進行
中 期 計 画 年 度 計 画 判断理由（実施状況等）

状況

８）国立大学間の自主的な連 ８）国立大学間の自主的な連
携・協力体制に関する具体的 携・協力体制に関する具体的
方策 方策 Ⅲ
①新国立大学協会（仮称）等 ①社団法人国立大学協会に加 社団法人国立大学協会 略「 （
国立大学法人が全国的規模で 入し、積極的に関わる。 称：国大協 」に加入し、学長）
組織する団体に積極的に加入 は総会の構成員及び広報委員
し、法人間の連携・協力を図 会の委員として積極的に意見
る。 を述べるとともに国大協から

の調査等についても積極的に
協力した。なお、国大協が主
催する大学マネージメントセ
ミナーに学長・理事は積極的
に参加した。

ⅡⅡⅡⅡ 業務運営業務運営業務運営業務運営のののの改善及改善及改善及改善及びびびび効率化効率化効率化効率化
２２２２ 教育研究組織教育研究組織教育研究組織教育研究組織のののの見直見直見直見直しにしにしにしに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況

１）教育・研究の評価に基づき人的資源の配置、財政的資源の適正な活用を促進する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

進行
中 期 計 画 年 度 計 画 判断理由（実施状況等）

状況

１）教育研究組織の編成・見 １）教育研究組織の編成・見
直しのシステムに関する具体 直しのシステムに関する具体
的方策 的方策 Ⅲ
①教育研究組織について自己 ①教育研究組織についての編 研究の活性化・高度化の推
点検・評価をするための全学 成・見直しを行うための全学 進戦略に関する重要事項を審
的な委員会等を設置し、自己 的な委員会等を設置し、編成 議するための大学研究委員会
点検・評価及び外部評価を実 ・見直しの基準等を検討する 並びに学部及び大学院の戦略。
施する。 的教育プログラムを策定する

ための大学教育委員会を設置
し、両委員会において教育研
究組織の編成・見直しの基準
を検討することとした。

②自己点検・評価及び外部評 １７年度から実施のため、
価の結果を、経営協議会及び １６年度は年度計画なし。

、教育研究評議会の審議に付し
その審議結果を踏まえて教育
研究組織の見直しを図るとと



もに、学内予算、人的・物的
資源の運用にも反映した戦略
的運用を図る。

③中期計画に基づく教育研究 １８年度から実施のため、
組織の見直し計画が、自己点 １６年度は年度計画なし。
検・評価結果に照らして適正
であるかどうかを評価する。

ⅡⅡⅡⅡ 業務運営業務運営業務運営業務運営のののの改善及改善及改善及改善及びびびび効率化効率化効率化効率化
３３３３ 人事人事人事人事のののの適正化適正化適正化適正化にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況

１）目標・計画に沿った教育・研究推進のため、教員の流動性を向上させ、さらに教職員中中中中
の柔軟かつ適正な勤務体制を導入する。期期期期

目目目目
標標標標

進行
中 期 計 画 年 度 計 画 判断理由（実施状況等）

状況

１）任期制・公募制の導入な １）任期制・公募制の導入な
ど教員の流動性向上に関する ど教員の流動性向上に関する
具体的方策 具体的方策
①教職員の適正配置を確保す ①業績評価システムを構築す Ⅲ 業績評価システムを構築す
る観点から、教職員の業績評 るための組織を整備する。 るための組織として、人事制
価システムを構築する。 度等検討委員会を改組して、

。人事制度等委員会を整備した

②各部局等の教育・研究体制 ②任期制・公募制について全 Ⅲ 公募制については全学的な
にふさわしい任期制・公募制 学的な方針を立てると同時に 方針を策定し規定化した。任、
の導入を推進する。 各部局でも可能な導入方式を 期制については、医学部にお

決定する。 ける任期制度をベースとして
検討を開始した。
これを受けて、各学部にお

いても任期制について検討を
開始した。

２）柔軟で多様な人事制度の ２）柔軟で多様な人事制度の
構築に関する具体的方策 構築に関する具体的方策
①産学連携や地域貢献のため ①教職員の学外活動と勤務体 Ⅲ 教職員の学外活動と勤務体

。 、に教職員の学外活動を促進す 制の基本的考え方を整理する 制の基本的な考え方を整理し
る勤務形態を導入する。 産学官連携に係る会議の出席

・参加等について本務として
取り扱えることとした。

②兼業について適正な基準の ②兼職・兼業についての本務 Ⅲ 兼業手続きの簡略化、規制
策定を行う。 との関係を整理し基準を作成 緩和及び本務との関係を整理

、「 」、する。 し 宮崎大学職員兼業規程
「職員兼業規程の運用につい
て」の規程等を策定した。

２）評価に応じたインセンテｨブ付与の人事制度を推進する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

進行
中 期 計 画 年 度 計 画 判断理由（実施状況等）

状況

３）人事評価システムの整備 ３）人事評価システムの整備
・活用に関する具体的方策 ・活用に関する具体的方策
①教職員の業績を評価し、そ ①業績評価に基づく給与シス Ⅱ 業績評価に基づく給与シス
の結果が適切に反映される給 テムを構築するための組織を テムを構築するための組織と
与システム等の構築を図る。 整備する。 して、人事制度等検討委員会

を改組して、人事制度等委員



会を整備した。

②システム構築にあたり、基 Ⅱ システム構築にあたり、医
本理念を策定する。 学部や工学部における個人評

価ガイドライン等をベースと
して基本理念の策定の検討を
開始した。

３）事務・技術職員の専門性等の向上を図る。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

進行
中 期 計 画 年 度 計 画 判断理由（実施状況等）

状況

４）事務・技術職員の専門性 ４）事務・技術職員の専門性
等の向上に関する具体的方策 等の向上に関する具体的方策
①職員の採用にあたって、よ ①高い専門性を有する職種に Ⅲ 医学部と農学部で高い専門
り専門性を有する職種は、経 ついては、適切な採用方法を 性を有する事務・技術職員の
験、資格を有する者のうちか 検討し実施する。 選考採用を公募等により実施
ら採用可能とする。 した。

②職員の能力及び専門性の向 ②事務・技術職員の専門性の Ⅲ 事務・技術職員の専門性の
上を図るため、専門研修等を 向上を図るため、専門研修等 向上を図るため、専門研修等
毎年度定期及び随時に実施す の実施体制等を整備する。ま の実施体制等を整備・充実し
る。 た、新採用職員等の必要な研 た。

修を実施する。 また、新採用職員に対する
新規採用職員研修（開催日：
５月１０日から１２日）等を
実施した。

③組織の活性化、職員の資質 ③組織の活性化、職員の資質 Ⅲ 職員のキャリアアップのた
向上を図るため、他の国立大 向上を図るため、他の国立大 め「九州地区国立大学法人等

」 、学法人等との人事交流を推進 学法人等との人事交流を推進 職員人事交流協定 を締結し
、する。 する。当面（法人化後３年） これに基づき平成１６年度は

は、暫定交流協定に基づき実 ６機関との人事交流を行い、
施し、新たな交流協定の策定 １１人を派遣し、６人を受け
に向け検討する。 入れている。当面（法人化後

３年）は、暫定交流協定に基
づき実施し、新たな交流協定
を締結することとした。

４）人事の機会均等及び良好な職場環境を確保する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

進行
中 期 計 画 年 度 計 画 判断理由（実施状況等）

状況

５）人事の機会均等及び良好 ５）人事の機会均等及び良好
な職場環境の確保に関する具 な職場環境の確保に関する具
体的方策 体的方策
①適正な能力評価に基づいて ①外国人、女性教職員、障害 Ⅱ 雇用促進に関する方針を明、
外国人や女性教職員の雇用を 者の雇用実態並びに役職及び 確化するために、外国人、女
促進する。 委員会構成に占める割合の調 性教職員、障害者の雇用実態
②障害者の雇用を促進する。 査を行い、雇用促進に関する 並びに役職及び委員会構成に

方針を明確化する。 占める割合の調査を行った。
各学部等の実態を基に、外

国人、女性教職員、障害者の
雇用促進の障害となる問題点
を整理した。

③教職員の勤務条件等の処遇 ②教職員の苦情相談受付体制 Ⅲ セクシュアル・ハラスメン
に関する苦情、メンタルヘル を整備する。 トの防止及び苦情相談に適切
ス、セクシュアル・ハラスメ な体制を整備するため、セク
ント等の相談窓口を整備する シュアル・ハラスメント防止。



委員会等を設置した。
また、労働条件等に関する

職員の苦情を迅速かつ公正に
処理するため、苦情処理制度
を設けることを就業規則にお
いて定めた。

③保健管理センターを中心と Ⅲ 保健管理センターに心療内
してメンタルヘルスの対応を 科医を配置し、メンタルヘル
強化する。 ス面を強化した。

④セクシュアル・ハラスメン Ⅲ セクシュアル・ハラスメン
ト防止、対策等に関する組織 ト防止委員会（副学長以下１

） 、 （ ）を強化する。 １名 に 法務担当 弁護士
の理事を構成委員として追加
し、また、セクシュアル・ハ
ラスメント調査委員会（教員
等７名）にも外部有識者とし
て弁護士を委嘱するなど、委
員会組織を強化した。

５）中長期的な観点に立った適切な人員（人件費）管理を行う。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

進行
中 期 計 画 年 度 計 画 判断理由（実施状況等）

状況

６）中長期的な観点に立った ６）中長期的な観点に立った
適切な人員（人件費）管理に 適切な人員（人件費）管理に
関する具体的方策 関する具体的方策
①新たな業務や重点的に行う ①人件費の抑制を図る観点か Ⅲ 教職員の人件費の抑制を図
業務等に対応するため、既存 ら 組織業務の見直しを行う る観点から、中期計画期間に、 。
の組織の業務の見直し等によ おける人件費推計・削減シミ
る人員の適正配置を図り、人 ュレーションを行い、退職者
件費の抑制を図る。 の不補充措置により人件費の

抑制を図った。
、 、また 事務組織においては

関連係を統合したグループ制
を導入し効率的で柔軟な事務

。処理を実施できる体制とした

ⅡⅡⅡⅡ 業務運営業務運営業務運営業務運営のののの改善及改善及改善及改善及びびびび効率化効率化効率化効率化
４４４４ 事務等事務等事務等事務等のののの効率化効率化効率化効率化・・・・合理化合理化合理化合理化にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況

１）事務組織・事務職員の弾力的な運用により、再編、合理化を進める。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

進行
中 期 計 画 年 度 計 画 判断理由（実施状況等）

状況

１）事務組織の機能・編成の
見直しに関する具体的方策
①国立大学法人運営の視点か ①国立大学法人運営の視点か Ⅲ 法人運営の視点から事務組
ら事務組織の再編成を行い、 ら 「評価監査部 「役員秘書 織の再編成を行い 「評価監査、 」 、
事務局に評価監査部、役員秘 室 「情報企画広報室 「地域 部 「役員秘書室 「情報企」 」 」、 」、
書室、情報企画広報室、地域 連携室 「就職支援室」を設置 画広報室 地域連携室 就」 」、「 」、「
連携室及び就職支援室を設置 する。 職支援室」を設置した。
する。

②大学運営の政策・立案に係 １７年度から実施のため、
る企画部門を充実強化する。 １６年度は年度計画なし。



③事務組織の見直し・再編成 ②学生支援の観点から、事務 Ⅲ 学生支援の観点から、教務
を行うとともに、学部事務体 組織の見直しを開始する。 部門の充実を図るため、学務
制を充実強化する。 部と学部事務部の再編を中心

に学部事務体制の充実を含め
て検討を開始した。

④事務情報関連組織の充実強 １８年度から実施のため、
化を図る。 １６年度は年度計画なし。

２）事務処理の集中化・電算化等により効率化・合理化を推進する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

進行
中 期 計 画 年 度 計 画 判断理由（実施状況等）

状況

２）事務処理の効率化、合理 ２）事務処理の効率化、合理
化に関する具体的方策 化に 関する具体的方策
①事務処理の効率化 合理化 ①全学事務情報連絡ネットワ Ⅲ 全学事務情報連絡ネットワ、 、
迅速化を図る観点を踏まえた ークシステムを検討する。 ークシステムについて、数種
意志決定システムの構築を図 のグループウエアの比較調査
るとともに、事務処理の電算 （セキュリティ、管理運営及
化の推進を図る。 び予算等）を行った。

②事務情報化研修について実 Ⅲ 情報企画広報室を中心に事
施計画を作成し、計画に基づ 務職員を対象とした、事務情

、 。き研修を実施する。 報化研修を計画し 実施した
実施した研修は次のとおり。
パソコンリーダー研修（参加
者：７名 、パソコン初任者研）
修（参加者：５名 、表計算基）
礎研修（参加者：１５名）

②事務職員の採用に係る事務 ③職員採用に関しては、九州 Ⅲ 九州地区の他大学と連携し
について、採用資格を得るた 地区の他の国立大学法人と連 て統一試験を実施し、１５人
めの第一次選考試験に係る事 携して統一試験を実施する。 を採用した。
務を九州地区の国立大学法人
と統一して実施する。

③業務を外部委託する場合と ④業務運営の改善・効率化等 Ⅲ 業務運営強化本部（仮称）
法人直営で実施する場合との を進めるために業務運営強化 の設置等について検討した結

、 、人件費を含めた総コストの比 本部（仮称）の設置等を検討 果 特に強化本部は設置せず
較に配慮した上で、業務運営 する。 業務外部委託については関係
の効率化等を図る観点から外 部局で検討することとした。
部委託の導入を図る。

ⅢⅢⅢⅢ 財務内容財務内容財務内容財務内容のののの改善改善改善改善
１１１１ 外部研究資金外部研究資金外部研究資金外部研究資金そのそのそのその他他他他のののの自己収入自己収入自己収入自己収入のののの増加増加増加増加にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況

１）財源の多様化・充実を図り、安定的・自主的な財務を確立し、国立大学法人としての中中中中
自主性及び自律性 の増進を図る。期期期期

目目目目
標標標標

進行
中 期 計 画 年 度 計 画 判断理由（実施状況等）

状況

１）財源の多様化・充実を図 １）財源の多様化・充実を図
り、安定的・自主的な財務を り、安定的・自主的な財務を
確立するための具体的方策 確立するための具体的方策
①外部研究資金（競争的研究 ①外部研究資金（競争的研究 Ⅳ 学長は、外部資金獲得増や
資金、受託研究資金、共同研 資金、受託研究資金、共同研 入学志願者増を役員会、教育

、究資金、寄附金）獲得額の着 究資金、寄附金）獲得額の着 研究評議会等において指示し



実な増加を図る。 実な増加を図る。 また各部局において部局長は
外部資金の獲得に向けてより
一層の取り組みを指示するな
ど周知した。学内的には、研
究助成等の案内や地域企業か
ら依頼のあった研究課題等に
ついて学内メール網を用いて
関係教員に周知する体制を整
備した。その結果、科学研究
費補助金、受託研究資金、共
同研究資金、寄附金などの外
部研究資金について、平成１
５年度に比べて１１２件増、
１億１千７００万円増を確保
した。

②適切な学生納付金 授業料 ②志願者数の着実な増加を図 Ⅲ 各種の広報活動により、平（ 、
入学料、検定料、寄宿料）の るとともに、適切な学生納付 成１６年度入学志願者との比

（ 、 、 、 （ ． ）額を設定するとともに、志願 金 授業料 入学料 検定料 で８００人増 １３ ８％増
者数の着実な増加を図る。 寄宿料）の額を設定する。 の志願者を確保した。学生納

付金（授業料、入学料、検定
料、寄宿料）については、法
人化初年度ということでもあ
り、標準額（前年度）と同額
とした。

③附属病院収入の増収を図る ③附属病院収入の増収を図る Ⅳ 附属病院収入の増収につい。 。
ては、新生児特定集中治療室
（ＮＩＣＵ）の増床と高稼働
率維持及び外来患者の院外処
方の実施並びに薬剤師の入院
患者への薬剤管理指導などに
より、収入見込額に比べて４
億５千万円（４．２％増）の
増収を確保した。

④附帯事業に係る収入の増収 ④附帯事業に係る収入の着実 Ⅲ 附帯事業（家畜病院、自然
を図る。 な増収を図る。 共生フィールド科学教育研究

センター、職員宿舎、寄宿舎
など）の積極的な広報、対象
の拡大等により、平成１５年
度比で１千６００万円の増を
確保した。

ⅢⅢⅢⅢ 財務内容財務内容財務内容財務内容のののの改善改善改善改善
２２２２ 経費経費経費経費のののの抑制抑制抑制抑制にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況

１）経常費用の抑制・節減と重点化を図る。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

進行
中 期 計 画 年 度 計 画 判断理由（実施状況等）

状況

１）経常費用の抑制・節減と １）経常費用の抑制・節減と
重点化に関する具体的方策 重点化に関する具体的方策
①業務費の目的別区分毎に経 ①業務費の抑制・節減を図る Ⅲ 業務費(教育研究に係る光熱。
費の適切な抑制・節減を行い 水料費など）の抑制・節減に
つつ、その重点化を図る。 対して、平成１６年度は各部

局において試行的な取り組み
を開始した。
また、外部報告書、シラバ

ス等の印刷物の電子ファイル
化などを実施した。
さらに、平成１７年度予算



では、各部局からの予算要求
を財務委員会で精査し、業務
費の抑制・削減を実施するこ
とにしている。

②事業年度毎の決算を適切に ②事業年度毎の決算を適切に Ⅲ 平成１７年度予算から、前
評価し、具体的数値目標を立 評価し、具体的数値目標を立 年度決算を適切に評価し、各
て、一般管理費の抑制・節減 て、一般管理費の抑制・節減 部局からの予算要求を財務委
に努める。 に努める。 員会で精査し、具体的な抑制

・削減の数値目標を立て、一
般管理経費（全学共通に係る
光熱水料費など）の抑制・節
減に向けた取り組みを実施で
きるように、会計の一元管理
の仕組み・制度に改善した。

ⅢⅢⅢⅢ 財務内容財務内容財務内容財務内容のののの改善改善改善改善
３３３３ 資産資産資産資産のののの運用管理運用管理運用管理運用管理のののの改善改善改善改善にににに関関関関するするするする目標目標目標目標

１）資産の効率的な運用を図る。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

進行
中 期 計 画 年 度 計 画 判断理由（実施状況等）

状況

１）資産の効率的な運用を図 １）資産の効率的な運用を図
るた めの具体的方策 るための具体的方策
①余裕資金の適切な運用を図 ①余裕資金の適切な運用を図 Ⅲ 国から承継した学術振興基
る。 る。 金及び奨学寄附金の一部を定

期預金で運用するとともに、
平成１７年度以降の法人基金
については、国債での運用を
踏まえて管理運用方針を策定
した。

②減価に対応すべき収益の獲 ②減価に対応すべき収益の獲 Ⅲ 収益の獲得が予定されてい
得が予定されている資産につ 得が予定されている資産につ る資産については、前年度か
いては、適切な減価償却処理 いては、適切な減価償却処理 らの承継分及び新規購入分 主（
を行う。 を行う。 に、医学部附属病院の医療機

器）について、会計基準に基
。づき適切な減価償却を行った

ⅣⅣⅣⅣ 自己点検自己点検自己点検自己点検・・・・評価及評価及評価及評価及びびびび当該状況当該状況当該状況当該状況にににに係係係係るるるる情報情報情報情報のののの提供提供提供提供
１１１１ 評価評価評価評価のののの充実充実充実充実にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況

１）自己点検評価及び外部評価の実施体制を整備する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

進行
中 期 計 画 年 度 計 画 判断理由（実施状況等）

状況

１）評価体制の整備に関する １）評価体制の整備に関する
具体的方策 具体的方策

、①教育・研究・社会貢献・管 ①教育・研究・社会貢献・管 Ⅲ 大学全体の組織業務体制を
理運営に関する評価体制を確 理運営の点検評価の実施体制 教育・研究・社会貢献及び管
立する。 を整備する。 理運営の点検・評価体制の観

点から見直しを図り、新たに
副学長（目標・評価担当）を



設ける等の体制を強化した。
大学全体の基本的な組織及び
業務体制のＰ（計画立案）→
Ｄ（実施）→Ｃ（点検評価）
→Ａ（改善）システムを整備
したので、今後、必要に応じ
てシステムの点検を図り、よ
り適切なものに改善していく
こととしている。
なお、各部局においても、

評価担当副学部長及び評価委
員会等を設置し、点検評価の
実施体制を整備した。

②評価に必要なデータベース Ⅲ 副学長を委員長とする評価
の構築とその利用方法を検討 情報検討委員会を設置して、
する。 国立大学法人評価委員会等の

第三者評価への対応及び自己
点検・評価への活用を含めた
汎用性の高いデータベース 評（
価情報システムα版）の構築
に着手し、その試験的運用を
通してその利用方法について
検討を行った。

２）教育・研究・社会貢献・管理運営に関する自己点検評価及び外部評価を推進する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

進行
中 期 計 画 年 度 計 画 判断理由（実施状況等）

状況

２）自己点検評価の改善に関 ２）自己点検評価の改善に関
する具体的方策 する具体的方策
①教育・研究・社会貢献・管 ①教育・研究・社会貢献・管 Ⅲ 教育・研究・社会貢献・管
理運営に関する自己点検評価 理運営の自己点検評価の実施 理運営の自己点検・評価の実
を実施・公表する。 要項を策定する。 施体制を整備（評価室等の設

置）するとともに、その実施
に関する方策を示す要項とし
て「国立大学法人宮崎大学評
価規程」を策定した。

②外部評価を実施・公表し、 ②教育・研究・社会貢献・管 Ⅲ 教育・研究・社会貢献・管
その指摘事項により改善計画 理運営に関する外部評価の実 理運営の自己点検評価、外部
を立てる。 施要項を策定する。 評価及び第三者評価の実施体

制を整備（評価室等の設置）
するとともに、その実施に関
する要項として「国立大学法
人宮崎大学評価規程」を策定
した。

３）自己点検・評価を基本とし、外部評価の結果をあわせて改善へつなげる。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

進行
中 期 計 画 年 度 計 画 判断理由（実施状況等）

状況

３）評価結果を大学運営の改 ３）評価結果を大学運営の改
善に活用するための具体的方 善に活用するための具体的方
策 策 Ⅲ
①評価結果に基づいて改善を ①評価結果に基づいて改善を 評価結果を改善に結びつけ
図る体制を構築する。 図るしくみを構築する。 るため、宮崎大学評価室、各

部局評価委員会及び役員会等
における評価・改善の取り組
みについて定めた「国立大学



法人宮崎大学評価規程」を制
定し、改善を図る体制を整え
た。

② 組織の点検・評価結果を教 ②組織の点検・評価結果を教 Ⅲ 組織の点検・評価結果を基
職員の採用と適正配置に活用 職員の適正配置に活用するシ に人的資源の適正配置の基本
する。 ステムを検討する。 方針を人事制度等検討委員会

で検討し、学長留保定員枠を
設けるなど大学の教育研究の
活性化を図った。

③継続的に自己点検・評価の ③自己点検・評価の年次報告 Ⅲ 旧宮崎大学及び宮崎医科大
。 、年次報告をホームページ上で をホームページ上で公開する 学で作成されたものも含めて

公開する。 過去５年間の自己点検・評価
書をホームページ上に公開し
ている。今後作成される自己
点検・評価の年次報告につい
ても、順次公開し、寄せられ
る意見についても大学運営の
改善のために活用する。

４）社会への説明責任を果たす体制を整備する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

進行
中 期 計 画 年 度 計 画 判断理由（実施状況等）

状況

４）社会への説明責任を果た ４）社会への説明責任を果た
すための具体的方策 すための具体的方策
①自己点検・評価及び外部評 ①自己点検・評価及び外部評 Ⅲ 旧宮崎大学及び宮崎医科大

、 、 、価を実施して報告書を作成し 価を実施して報告書を作成し 学で作成されたものも含めて
ホームページ上においても公 ホームページ上においても公 過去５年間の自己点検・評価
開する。 開する。 書及び外部評価書を宮崎大学

。のホームページ上に公開する

ⅣⅣⅣⅣ 自己点検自己点検自己点検自己点検・・・・評価及評価及評価及評価及びびびび当該状況当該状況当該状況当該状況にににに係係係係るるるる情報情報情報情報のののの提供提供提供提供
２２２２ 情報公開等情報公開等情報公開等情報公開等のののの推進推進推進推進にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況

１）大学、学部、附属施設及び管理運営に関する各種情報を社会へ積極的・効果的に広報中中中中
・公開する。期期期期

目目目目
標標標標

進行
中 期 計 画 年 度 計 画 判断理由（実施状況等）

状況

１）大学情報の積極的な公開 １）大学情報の積極的な公開
・提供及び広報に関する具体 ・提供及び広報に関する具体
的方策 的方策 Ⅲ
①広報及び情報技術に関する ①広報戦略に関する組織・体 平成１６年度に事務局に 情「
組織を設置し、大学情報の積 制を構築する。 報企画広報室」を設置した。
極的な公開体制を構築する。 平成１７年度には、より機動

的・効果的な広報活動と効率
的な情報運用管理が実施でき
るように、教職員が一体とな
った「広報戦略室」及び「情
報管理室」を設置することと
した。

②大学全体及び各学部、附属 ②大学全体及び各学部、附属 Ⅲ 大学全体及び各学部、附属
施設ごとのホームページを充 施設ごとのホームページ（英 施設ごとのホームページ（英
実・開設し、公開する。 語ダイジェスト版を含む）を 語ダイジェスト版を含む）を

充実・開設し、公開する。 充実・開設し、公開した。



ⅤⅤⅤⅤ そのそのそのその他他他他のののの業務運営業務運営業務運営業務運営にににに関関関関するするするする重要事項重要事項重要事項重要事項
１１１１ 施設設備施設設備施設設備施設設備のののの整備整備整備整備・・・・活用等活用等活用等活用等にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況

１）高度化・多様化する教育・研究・医療に対応する施設の整備を図る。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

進行
中 期 計 画 年 度 計 画 判断理由（実施状況等）

状況

１）高度化・多様化する教育 １）高度化・多様化する教育
・研究・医療に対応する施設 ・研究・医療に対応する施設
整備に関する具体的方策 整備に 関する具体的方策
①施設整備年次計画に基づい ①施設整備及び病院再整備の Ⅲ 施設整備計画の年次計画表
て、教育研究施設の整備、先 計画を策定する。 を作成した。その年次計画に
端医療に対応した病院整備、 基づき平成１７年度施設整備
基幹・環境整備、既存施設の 費要求書及び医学部附属病院
耐震化・老朽改善整備等を図 再整備計画書を作成した。
る。

②教育研究等の展開に必要な ②新たな施設の整備にあたっ Ⅲ 既存施設の老朽化・破損等
スペース確保に際しては、既 ては、既存施設の老朽化・破 の状況について、現状分析と
存施設の点検・評価を踏まえ 損等の状況について、現状分 評価を行い、平成１７年度施、
全学的な視点から新増築・改 析と評価を行う。 設整備費要求書及び事業評価
修整備又は既存スペースの再 シートを作成した。
配分等を行う。

２）施設設備の有効活用と共同利用を推進する。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

進行
中 期 計 画 年 度 計 画 判断理由（実施状況等）

状況

２）施設設備の有効活用と共 ２）施設設備の有効活用と共
同利用化を推進するための具 同利用化を推進するための具
体的方策 体的方策
①施設マネージメントを全学 Ⅳ
的見地に立って統括的に行う ①施設マネージメントに関す 施設マネジメント委員会を
体制を整備する。 る全学委員会を設置する。 設置し、施設設備の有効活用

・共同利用を推進するための
規程及び細則を制定した。

、②施設の使用状況についての ②既存施設の利用状況につい Ⅲ 既存施設の利用状況のうち
点検・評価の充実強化を図り て、調査・分析・評価し有効 平成１６年度は全学の講義室、
教育研究活動に応じたスペー 利用を図る。 の稼働率調査を行い、有効利
ス配分等、全学的な視点に立 用について検討した。
って施設・設備の有効活用を また、各学部等の施設の整
図る。 備状況の実態調査を行い、教

育文化学部の超過面積の有効
活用について、施設マネジメ
ント委員会で審議した。

３）優れた研究・教育環境の創造と保全を図る。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

進行
中 期 計 画 年 度 計 画 判断理由（実施状況等）

状況

３）優れた研究・教育環境の ３）優れた研究・教育環境の
創造と保全に関する具体的方 創造と保全に関する具体的方
策 策 Ⅲ
①教育研究の進展に対応する ①施設・設備の基礎台帳を整 施設・設備の基礎台帳のう



施設水準を確保する。 備する。 ち、電気設備、機械設備等の
事項について２カ年計画で現
場調査を行い、台帳の精度向
上を図っている。

②予防的な施設管理の導入や ②施設・設備の定期的巡回調 Ⅲ 施設・設備の定期的巡回調
効果的な修繕等により、長期 査・点検を実施する。 査・点検について年次計画を
にわたる施設・設備の活用を 立て、平成１６年度は医学部
図る。 （附属病院・動物実験施設等

を除く）について実施した。
また、経年による施設の老

朽化が進行していることから
屋内外設備の点検指針を再検
討することとした。

③施設・設備の耐震診断や部 Ⅲ 関係法令等に基づいた施設
位別調査及び劣化状況の調査 設備の耐震診断の結果を整理
を実施する。 し、今後の耐震対策に活用す

ることとした。
また、部位別調査及び劣化

。状況調査は医学部で実施した

④施設維持管理システムの構 Ⅲ 各種整備計画や省エネ効果
築を検討する。 及び省力化を目的として、施

設維持管理システムの構築を
検討し、維持管理に必要な木
花団地、清武団地の構内イン
フラ図を作成した。

③省エネルギー対策の推進等 ⑤施設・設備の改修・修繕計 Ⅲ 施設･設備の改修・修繕計画、
環境に配慮した対策を積極的 画を策定する。その際には、 を策定した。その際には、外
に推進する。 環境に配慮した計画とする。 壁に断熱材の採用、エコケー

ブルの採用など、省エネ・環
境に配慮した計画とした。

⑥省エネルギーを実現するた Ⅲ 既存施設・設備について、
め、効果の保証事業の導入を 省エネルギー効果の保証事業

（ ） 、検討する。 ＥＳＣＯ事業 導入に向け
関連業者にエネルギー診断を
依頼し、報告書に基づき検討
したが、省エネ効果に値する
事項は確認できなかった。そ
のため、本学では独自の省エ
ネルギー対策を検討すること
とした。

ⅤⅤⅤⅤ そのそのそのその他他他他のののの業務運営業務運営業務運営業務運営にににに関関関関するするするする重要事項重要事項重要事項重要事項
２２２２ 安全管理安全管理安全管理安全管理にににに関関関関するするするする実施状況実施状況実施状況実施状況

１）労働安全衛生法等を踏まえて教育研究・医療環境の安全衛生管理を図る。中中中中
期期期期
目目目目
標標標標

進行
中 期 計 画 年 度 計 画 判断理由（実施状況等）

状況

１）労働安全衛生法を踏まえ １）労働安全衛生法を踏まえ
て教育研究・医療環境の安全 て教育研究・医療環境の安全
衛生管理を図るための具体的 衛生管理を図るための具体的
方策 方策 Ⅲ
①環境安全憲章などを制定し ①労働安全衛生法を遵守して 労働安全衛生法に基づき、、 、
それを基本精神とした安全衛 大学の安全衛生管理体制を確 「国立大学法人宮崎大学職員
生管理を行う。 立する。 安全衛生管理規程」を制定の

うえ、各事業場ごとに安全衛
生委員会を設置し、各事業場



における安全衛生管理体制を
確立した。

②大学の環境安全憲章を制定 Ⅲ 安全管理委員会で、大学の
「 」 。する。 安全衛生憲章 を策定した

③事業場または部局ごとに安 Ⅲ 安全衛生管理の手引きを３
（ 、 、全衛生管理の手引きを作成す 学部 教育文化学部 工学部

る。 農学部）で作成した。医学部
では、現在ある医療事故防止
対策マニュアルに加え、平成
１７年度初期に作成すること
とした。

２）教職員及び学生に対する日常の安全衛生管理と防災活動の強化を図り、災害に強いキ中中中中
ャンパスを目指す。期期期期

目目目目
標標標標

進行
中 期 計 画 年 度 計 画 判断理由（実施状況等）

状況

２）日常の安全衛生管理と防 ２）日常の安全衛生管理と防
災活動の強化を図るための具 災活動の強化を図るための具
体的方策 体的方策
①危険物、高圧ガス、放射性 ①危険物、高圧ガス、放射性 Ⅲ 危険物、高圧ガス、放射性
廃棄物、劇物・毒物、特定化 廃棄物、毒物・劇物、特定化 廃棄物、毒物・劇物、特定化
学物質及び特定管理廃棄物等 学物質、特定管理廃棄物等の 学物質、特定管理廃棄物等に
の安全衛生管理、厳重保管の 実情を把握し、これらの取扱 ついて事業場ごとに調査を実

、 。 、徹底を図る。 いに伴う安全管理体制の整備 施し 実情を把握した なお
及び見直しを行う。 これらの取り扱いに伴う既存

の安全衛生管理体制の見直し
を行い、平成１７年度に安全
衛生保健センターを設置し、
それに伴う委員会体制を整備
した。

②放射性物質の取扱いについ Ⅲ 法令・規程に基づき、放射
て、放射線業務従事者に対す 線業務従事者に対する教育訓
る教育訓練を行う。 練を木花・清武の両キャンパ

スで計８回実施し、新規利用
者１７２名、更新利用者４４
４名が受講した。

②防災意識の高揚、災害マニ ③防災意識の高揚、災害マニ Ⅲ 防災訓練や災害医療従事者
ュアルの周知徹底、防災活動 ュアルの周知徹底、並びに防 研修会を実施し、防災意識の
と災害時における危機管理体 災活動と災害時における危機 高揚を図った 「宮崎大学防災。
制の確立、緊急時に対応する 管理体制を確立し、緊急時に 規程」や「宮崎大学防火管理
施設・設備を確保し、災害に 対応する施設・設備を確保す 規程」を整備し、防災活動と
強いキャンパスを目指す。 る。 災害時における危機管理体制

を確立した。
また、緊急時に対応する施

設・設備として、本学体育館
と附属小・中学校体育館を確
保した。なお、災害マニュア
ルについては統合後、一本化

。に向けて見直しを行っている

３）学生等の安全確保等に関 ３）学生等の安全確保等に関
する具体的方策 する具体的方策
①実験・実習や課外活動中に ①実験・実習については、各 Ⅲ 課外活動安全マニュアルを
おける事故防止のための安全 学部の安全マニュアルを参照 作成した。平成１６年１２月
マニュアルの作成及び交通事 させ、課外活動中の事故防止 にリーダーシップセミナーを
故防止のための講習会等の充 については安全マニュアルを 開催し、安全講習会（応急手
実を図る。 作成し、リーダーシップセミ 当実技講習）を行った。

ナー等での安全講習会を実施
する。

。②課外活動施設及び寄宿舎等 ②課外活動施設の防災マニュ Ⅲ 防災マニュアルを作成した



の施設点検を徹底するととも アルの作成と、施設利用者と また、施設利用者とサーク
に防火訓練等を充実する。 サークル顧問教員を対象に事 ル顧問教員を対象に事故防止

故防止の講習会を開く。 （防災講習会）の講習会を平
成１７年２月に開催した。

③寄宿舎等の防災マニュアル Ⅲ 防災設備の自主点検を法令
の整備と防災訓練、防災設備 に基づき実施した。
の自主点検を実施する。 また、課外活動施設を含め

防災マニュアルを作成し、平
成１７年２月に防災訓練を実
施した。

③台風襲来等の非常時に対す ④連絡体制の整備案を作成し Ⅱ 台風襲来時における授業の、
る規則を整備し、学生等の安 年度内に制定する。 取り扱いについての申し合わ
全確保を図る。 せを見直し、また、学生の地

震等発生時の初動マニュアル
及び連絡体制についても作成
した。

⑤非常時防災マニュアルを作 Ⅱ 学生に対する非常時防災マ
成する。 ニュアルを作成した。



ⅦⅦⅦⅦ．．．．短期借入金短期借入金短期借入金短期借入金のののの限度額限度額限度額限度額

該当なし

ⅧⅧⅧⅧ．．．．重要財産重要財産重要財産重要財産をををを譲渡譲渡譲渡譲渡しししし、、、、又又又又はははは担保担保担保担保にににに供供供供するするするする計画計画計画計画

感染症検査・検体検査自動化システム整備に必要となる経費の長期借入れに伴い、本学病院の
敷地について、担保に供する。

ⅨⅨⅨⅨ．．．．剰余金剰余金剰余金剰余金のののの使途使途使途使途

該当なし

ⅩⅩⅩⅩ そ のそ のそ のそ の 他他他他
１１１１ 施設施設施設施設・・・・設備設備設備設備にににに関関関関するするするする状況状況状況状況

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源中中中中

・小規模改修 総額 ５８９ 施設整備費補助金
・災害復旧工事 （３５５）期期期期
・感染症検査・検体 長期借入金

検査自動化システ （２３４）
ム計計計計

（注１）金額については見込みであり、中期計画を達成するために必要な業務の実施状況
等を勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加画画画画
されることもある。

(注２) 小規模改修について１７年度以降は１６年度同額として試算している。
なお、各事業年度の施設整備費補助金、船舶建造費補助金、国立大学財務・経営セ
ンター施設費交付金、長期借入金については、事業の進展等により所要額の変動が
予想されるため、具体的な額については、各事業年度の予算編成過程等において決
定される。

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源年年年年

・小規模改修 総額 ３２４ 施設整備費補助金
・災害復旧工事 （ ９０）度度度度
・感染症検査・検体 長期借入金

検査自動化システ （２３４）
ム計計計計

） 、 、 、画画画画 注 金額は見込みであり 上記のほか 業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や
老朽度合い等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもあり得る。

施設・設備の内容 決定額（百万円） 財 源実実実実

（ ）・小規模改修 総額 ３０１ 施設整備費補助金 ８２
・災害復旧工事績績績績
・感染症検査・検体 長期借入金（２１９）

検査自動化システ
ム



ⅩⅩⅩⅩ そ のそ のそ のそ の 他他他他
２２２２ 人事人事人事人事にににに関関関関するするするする計画計画計画計画

（１）雇用方針、人材育成方針、人事交流について
・各部局等の教育・研究体制にふさわしい任期制・公募制の導入を推進する。中中中中
・より専門性を有する職種は、経験、資格を有する者のうちから採用可能とする。
・適正な能力評価に基づき外国人や女性教職員の雇用を促進する。期期期期
・障害者の雇用を促進する。
・職員の能力及び専門性の向上を図るため、専門研修等を実施する。計計計計
・組織の活性化、職員のキャリアアップを図るため、他の国立大学法人等との人事交

流を推進する。画画画画
（参考） 中期計画期間中の人件費総額見込み ７８，４７１百万円（退職手当は除く）

（１）雇用方針、人材育成方針、人事交流について
・任期制・公募制について全学的な方針を立てると同時に、各部局でも可能な導入方年年年年
式を決定する。

・高い専門性を有する職種については、適切な採用方法を検討し実施する。度度度度
・外国人、女性教職員、障害者の雇用実態並びに役職及び委員会構成に占める割合の

調査を行い、雇用促進に関する方針を明確化する。計計計計
・事務・技術職員の専門性の向上を図るため、専門研修等の実施体制等を整備する。
また、新採用職員等の必要な研修を実施する。画画画画

・組織の活性化、職員の資質向上を図るため、他の国立大学法人等との人事交流を推
進する。当面（法人化後３年）は、暫定交流協定に基づき実施し、新たな交流協定
の策定に向け検討する。

（参考１）１６年度の常勤職員数 １，３３５人
また、任期付職員数の見込みを ２０８人とする。

（参考２）１６年度の人件費総額見込み １３，２０７百万円
（退職手当は除く）

『 Ⅱ 業務運営の改善及び効率化 ３ 人事の適正化に関する実施状況」Ｐ４１，参照』「
実実実実

『 Ⅱ 業務運営の改善及び効率化 ３ 人事の適正化に関する実施状況」Ｐ４２，参照』「

『 Ⅱ 業務運営の改善及び効率化 ３ 人事の適正化に関する実施状況」Ｐ４２，参照』「
績績績績

『 Ⅱ 業務運営の改善及び効率化 ３ 人事の適正化に関する実施状況」Ｐ４２，参照』「

『 Ⅱ 業務運営の改善及び効率化 ３ 人事の適正化に関する実施状況」Ｐ４２，参照』「

ⅩⅠⅩⅠⅩⅠⅩⅠ．．．．関連会社及関連会社及関連会社及関連会社及びびびび関連公益法人等関連公益法人等関連公益法人等関連公益法人等
１１１１．．．．特定関連会社特定関連会社特定関連会社特定関連会社

該当なし

２２２２．．．．関連会社関連会社関連会社関連会社

該当なし

３３３３．．．．関連公益法人等関連公益法人等関連公益法人等関連公益法人等

該当なし



ⅥⅥⅥⅥ．．．．予算予算予算予算（（（（人件費見積含人件費見積含人件費見積含人件費見積含むむむむ。）、。）、。）、。）、収支計画及収支計画及収支計画及収支計画及びびびび資金計画資金計画資金計画資金計画

　　　　　　　　１１１１．．．．予算予算予算予算 （（（（単位単位単位単位：：：：百万円百万円百万円百万円））））

差額差額差額差額

（（（（決算決算決算決算－－－－予算予算予算予算））））

収入収入収入収入

　 　 　 　 運営費交付金運営費交付金運営費交付金運営費交付金 9,4529,4529,4529,452 9,4529,4529,4529,452 0000

　 　 　 　 施設整備費補助金施設整備費補助金施設整備費補助金施設整備費補助金 90909090 82828282 △ 8△ 8△ 8△ 8

　 　 　 　 船舶建造費補助金船舶建造費補助金船舶建造費補助金船舶建造費補助金 0000 0000 0000

　 　 　 　 施設整備資金貸付金償還時補助金施設整備資金貸付金償還時補助金施設整備資金貸付金償還時補助金施設整備資金貸付金償還時補助金 1111 3333 2222

　 　 　 　 国立大学財務国立大学財務国立大学財務国立大学財務・・・・経営経営経営経営センターセンターセンターセンター施設費交付金施設費交付金施設費交付金施設費交付金 0000 0000 0000

　 　 　 　 自己収入自己収入自己収入自己収入

　　  　　  　　  　　  授業料及入学金検定料収入授業料及入学金検定料収入授業料及入学金検定料収入授業料及入学金検定料収入 3,1423,1423,1423,142 2,8562,8562,8562,856 △ 286△ 286△ 286△ 286

　　  　　  　　  　　  附属病院収入附属病院収入附属病院収入附属病院収入 10,71010,71010,71010,710 11,16211,16211,16211,162 452452452452

　　  　　  　　  　　  財産処分収入財産処分収入財産処分収入財産処分収入 0000 0000 0000

　　  　　  　　  　　  雑収入雑収入雑収入雑収入 171171171171 395395395395 224224224224

　　　　産学連携等研究収入及産学連携等研究収入及産学連携等研究収入及産学連携等研究収入及びびびび寄附金収入等寄附金収入等寄附金収入等寄附金収入等 851851851851 2,1462,1462,1462,146 1,2951,2951,2951,295

　　　　長期借入金収入長期借入金収入長期借入金収入長期借入金収入 234234234234 219219219219 △ 15△ 15△ 15△ 15

　　　　目的積立金取崩目的積立金取崩目的積立金取崩目的積立金取崩 0000 0000 0000

計計計計 24,65124,65124,65124,651 26,31526,31526,31526,315 1,6641,6641,6641,664

支出支出支出支出

　　　　業務費業務費業務費業務費

　　 　　 　　 　　 教育研究経費教育研究経費教育研究経費教育研究経費 10,00710,00710,00710,007 8,0408,0408,0408,040 △ 1,967△ 1,967△ 1,967△ 1,967

　　 　　 　　 　　 診療経費診療経費診療経費診療経費 9,6959,6959,6959,695 10,60810,60810,60810,608 913913913913

　　 　　 　　 　　 一般管理費一般管理費一般管理費一般管理費 2,7582,7582,7582,758 3,0213,0213,0213,021 263263263263

　　　　施設整備費施設整備費施設整備費施設整備費 324324324324 301301301301 △ 23△ 23△ 23△ 23

　　　　船舶建造費船舶建造費船舶建造費船舶建造費 0000 0000 0000

　　　　産学連携等研究費及産学連携等研究費及産学連携等研究費及産学連携等研究費及びびびび寄附金事業費等寄附金事業費等寄附金事業費等寄附金事業費等 851851851851 1,0541,0541,0541,054 203203203203

　　　　長期借入金償還金長期借入金償還金長期借入金償還金長期借入金償還金 1,0161,0161,0161,016 1,0181,0181,0181,018 2222

　　　　国立大学財務国立大学財務国立大学財務国立大学財務・・・・経営経営経営経営センターセンターセンターセンター施設費納付金施設費納付金施設費納付金施設費納付金 0000 0000 0000

計計計計 24,65124,65124,65124,651 24,04224,04224,04224,042 △ 609△ 609△ 609△ 609

区分区分区分区分 予算額予算額予算額予算額 決算額決算額決算額決算額



２２２２．．．．人件費人件費人件費人件費 （（（（単位単位単位単位：：：：百万円百万円百万円百万円））））

差額差額差額差額

（（（（決算決算決算決算－－－－予算予算予算予算））））

人件費人件費人件費人件費（（（（承継職員分承継職員分承継職員分承継職員分のののの退職手当退職手当退職手当退職手当はははは除除除除くくくく）））） 13,20713,20713,20713,207 13,10913,10913,10913,109 △ 98△ 98△ 98△ 98

区分区分区分区分 予算額予算額予算額予算額 決算額決算額決算額決算額



３３３３．．．．収支計画収支計画収支計画収支計画 （（（（単位単位単位単位：：：：百万円百万円百万円百万円））））

差額差額差額差額

（（（（決算決算決算決算－－－－予算予算予算予算））））

費用費用費用費用のののの部部部部

　 　 　 　 経常費用経常費用経常費用経常費用 23,97323,97323,97323,973 23,97923,97923,97923,979 6666

　　 　　 　　 　　 業務費業務費業務費業務費 22,21322,21322,21322,213 22,24722,24722,24722,247 34343434

　　　　　　　　　　　　　　　　教育研究経費教育研究経費教育研究経費教育研究経費 1,8881,8881,8881,888 1,8431,8431,8431,843 △ 45△ 45△ 45△ 45

　　　　　　　　　　　　　　　　診療経費診療経費診療経費診療経費 6,0176,0176,0176,017 6,1406,1406,1406,140 123123123123

　　　　　　　　　　　　　　　　受託研究経費等受託研究経費等受託研究経費等受託研究経費等 447447447447 614614614614 167167167167

　　　　　　　　　　　　　　　　役員人件費役員人件費役員人件費役員人件費 110110110110 98989898 △ 12△ 12△ 12△ 12

　　　　　　　　　　　　　　　　教員人件費教員人件費教員人件費教員人件費 7,2507,2507,2507,250 7,0007,0007,0007,000 △ 250△ 250△ 250△ 250

　　　　　　　　　　　　　　　　職員人件費職員人件費職員人件費職員人件費 6,5016,5016,5016,501 6,5526,5526,5526,552 51515151

　   　   　   　   一般管理費一般管理費一般管理費一般管理費 694694694694 517517517517 △ 177△ 177△ 177△ 177

　　 　　 　　 　　 財務費用財務費用財務費用財務費用 295295295295 334334334334 39393939

　　 　　 　　 　　 雑損雑損雑損雑損 0000 1111 1111

　　 　　 　　 　　 減価償却費減価償却費減価償却費減価償却費 771771771771 880880880880 109109109109

　　　　臨時損失臨時損失臨時損失臨時損失 0000 1,3211,3211,3211,321 1,3211,3211,3211,321

収益収益収益収益のののの部部部部

　 　 　 　 経常収益経常収益経常収益経常収益 24,47224,47224,47224,472 25,00025,00025,00025,000 528528528528

　    　    　    　    運営費交付金運営費交付金運営費交付金運営費交付金 9,3239,3239,3239,323 8,8578,8578,8578,857 △ 466△ 466△ 466△ 466

      授業料収益      授業料収益      授業料収益      授業料収益 2,6102,6102,6102,610 2,7832,7832,7832,783 173173173173

　　  　　  　　  　　  入学金収益入学金収益入学金収益入学金収益 389389389389 395395395395 6666

　　  　　  　　  　　  検定料収益検定料収益検定料収益検定料収益 108108108108 123123123123 15151515

　　  　　  　　  　　  附属病院収益附属病院収益附属病院収益附属病院収益 10,71010,71010,71010,710 11,10411,10411,10411,104 394394394394

　　  　　  　　  　　  受託研究等収益受託研究等収益受託研究等収益受託研究等収益 447447447447 632632632632 185185185185

　　  　　  　　  　　  寄附金収益寄附金収益寄附金収益寄附金収益 369369369369 383383383383 14141414

　　  　　  　　  　　  財務収益財務収益財務収益財務収益 0000 1111 1111

　　  　　  　　  　　  雑益雑益雑益雑益 171171171171 234234234234 63636363

　　  　　  　　  　　  施設費収益施設費収益施設費収益施設費収益 0000 52525252 52525252

　　  　　  　　  　　  資産見返運営費交付金等戻入資産見返運営費交付金等戻入資産見返運営費交付金等戻入資産見返運営費交付金等戻入 11111111 6666 △ 5△ 5△ 5△ 5

　　  　　  　　  　　  資産見返寄附金戻入資産見返寄附金戻入資産見返寄附金戻入資産見返寄附金戻入 3333 8888 5555

　　  　　  　　  　　  資産見返物品受贈額戻入資産見返物品受贈額戻入資産見返物品受贈額戻入資産見返物品受贈額戻入 331331331331 422422422422 91919191

   臨時利益   臨時利益   臨時利益   臨時利益 14141414 2,1852,1852,1852,185 2,1712,1712,1712,171

純利益純利益純利益純利益 513513513513 1,8851,8851,8851,885 1,3721,3721,3721,372

目的積立金取崩益目的積立金取崩益目的積立金取崩益目的積立金取崩益 0000

総利益総利益総利益総利益 1,8851,8851,8851,885

区分区分区分区分 予算額予算額予算額予算額 決算額決算額決算額決算額



４４４４．．．．資金計画資金計画資金計画資金計画 （（（（単位単位単位単位：：：：百万円百万円百万円百万円））））

差額差額差額差額

（（（（決算決算決算決算－－－－予算予算予算予算））））

資金支出資金支出資金支出資金支出

　　　　　　　　業務活動業務活動業務活動業務活動によるによるによるによる支出支出支出支出 22,87622,87622,87622,876 21,73321,73321,73321,733 △ 1,143△ 1,143△ 1,143△ 1,143

　　　　　　　　投資活動投資活動投資活動投資活動によるによるによるによる支出支出支出支出 759759759759 474474474474 △ 285△ 285△ 285△ 285

　　　　　　　　財務活動財務活動財務活動財務活動によるによるによるによる支出支出支出支出 1,0161,0161,0161,016 1,0291,0291,0291,029 13131313

　　　　　　　　翌年度翌年度翌年度翌年度へのへのへのへの繰越金繰越金繰越金繰越金 0000 3,8933,8933,8933,893 3,8933,8933,8933,893

資金収入資金収入資金収入資金収入

　　　　　　　　業務活動業務活動業務活動業務活動によるによるによるによる収入収入収入収入 24,32624,32624,32624,326 25,66725,66725,66725,667 1,3411,3411,3411,341

　　　　　　　　　　　　　　　　運営費交付金運営費交付金運営費交付金運営費交付金によるによるによるによる収入収入収入収入 9,4529,4529,4529,452 9,4529,4529,4529,452 0000

　　　　　　　　　　　　　　　　授業料及授業料及授業料及授業料及びびびび入学金検定料入学金検定料入学金検定料入学金検定料によるによるによるによる収入収入収入収入 3,1423,1423,1423,142 2,8582,8582,8582,858 △ 284△ 284△ 284△ 284

　　　　　　　　　　　　　　　　附属病院収入附属病院収入附属病院収入附属病院収入 10,71010,71010,71010,710 11,08911,08911,08911,089 379379379379

　　　　　　　　　　　　　　　　受託研究等収入受託研究等収入受託研究等収入受託研究等収入 447447447447 656656656656 209209209209

　　　　　　　　　　　　　　　　寄附金収入寄附金収入寄附金収入寄附金収入 404404404404 481481481481 77777777

　　　　　　　　　　　　　　　　そのそのそのその他他他他のののの収入収入収入収入 171171171171 1,1311,1311,1311,131 960960960960

　　　　　　　　投資活動投資活動投資活動投資活動によるによるによるによる収入収入収入収入 91919191 231231231231 140140140140

　　　　　　　　　　　　　　　　施設費施設費施設費施設費によるによるによるによる収入収入収入収入 91919191 81818181 △ 10△ 10△ 10△ 10

　　　　　　　　　　　　　　　　そのそのそのその他他他他のののの収入収入収入収入 0000 150150150150 150150150150

　　　　　　　　財務活動財務活動財務活動財務活動によるによるによるによる収入収入収入収入 234234234234 219219219219 △ 15△ 15△ 15△ 15

　　　　　　　　前年度前年度前年度前年度よりのよりのよりのよりの繰越金繰越金繰越金繰越金 1,0011,0011,0011,001 1,0121,0121,0121,012 11111111

区分区分区分区分 予算額予算額予算額予算額 決算額決算額決算額決算額


